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0010
政策企画総務事
業

01
政策企画局
秘書課

― 98円 －
知事及び副知事の秘書用務、栄典及び表彰に関する事
務、行幸・行啓等皇室に関する事務、局内の人事・予算経
理などの事務を行っています。

人件費　4.4
管理事務費　0.6

― 5.1 5.7 1組織管理

0020 政策調整事業 01
政策企画局
政策調整課

国への統一要請書の作成回数　2
回 19円 Ｂ

局長会議の運営、県の政策調整、重要施策に関する情報
の収集、分析及び整理、国への要請、全国知事会・中部圏
知事会・東海三県二市連絡協議会に関する事務を行ってい
ます。

人件費：1.2
全国知事会等負担金　0.2

― 1.4 1.5 1組織管理

0030 企画事業 01
政策企画局
企画調整部
企画課

年次レポートの作成 62円 Ｂ
県の重要政策の企画立案や、地方分権の推進、中部圏の
開発整備に関する事務を行うほか、県の施策の総合的な
企画調整を行っています。

人件費　3.2
あいちビジョン推進費 0.2

― 4.6 10.3 1組織管理

0033 地方創生事業 01
政策企画局
企画調整部
地方創生課

計画期間内のまち・ひと・しごと創生
総合戦略を策定している市町村の
割合　100％

36円 Ｂ 地方創生に関する施策の企画調整、地域整備に関する事
業を行っています。

人件費2.0
まち・ひと・しごと創生総合戦略推進費
0.09

愛知県まち・ひと・しごと創生総
合戦略2023-2027（愛知県人口
問題対策プラン）

2.5 3.7
6行政サー
ビスその他

0035
ジブリパーク推進
事業

01
政策企画局
ジブリパーク推進課

愛・地球博記念公園来園者数
262万人 224円 Ｂ ジブリパークの推進に関する事業を行っています。

人件費　3.6
ジブリパーク整備費　61.7
公債費　11.8

― 77.9 15.1 3施設運営

0040
広報広聴推進事
業

01
政策企画局
広報広聴課

広報あいちの周知度　47.9% 59円 Ｂ
広報及び広聴に関する施策の総合的な企画調整、各種広
報媒体の利用、広報刊行物の発行、報道機関との連絡、県
行政の記録写真の撮影及び保存、広報資料その他県政に
関する情報提供の事業を行っています。

人件費　1.5
広報紙発行費　2.4
テレビ・ラジオ放送費　0.6

広報広聴アクションプラン 4.4 4.9 1組織管理

0045 国際交流事業 01
政策企画局
国際課

交流事業を実施した友好提携先等
の地域数（国際課所管分）　10地域 68円 Ｃ

留学生・国際関係団体支援、外国公館等との連絡調整、友
好提携先等との交流、あいち国際戦略プラン2027の推進等
に関する事務を行っています。

人件費　1.8
あいち国際戦略プラン推進費　1.5
国際交流推進拠点整備事業費負担金
0.6

あいち国際戦略プラン2027 5.1 5.2
6行政サー
ビスその他

0050
東京事務所
管理運営事業

01
政策企画局
秘書課

県幹部上京時の適切な対応　152
日 22円 Ｂ

政府、国会及びその関係機関並びに各種団体等との連絡
調整、県政に関連のある情報、資料の収集、調査等に関す
る事務等を行っています。

人件費　1.2
東京事務所管理運営事業費　0.3

― 2.0 5.3 1組織管理

0510 一般管理事業 02
総務局
総務部
総務課

― 46円 － 総務局の総務、人事、予算、経理等の事務を行っていま
す。

人件費2.0
一般管理事業費 1.6

― 4.3 6.8 1組織管理

0520
行政改革推進事
業費

02
総務局
総務部
総務課

あいち行革プラン2020の取組により
得られる行革効果額
30億円

20円 Ｃ あいち行革プラン2020に基づく行政改革の推進に関する事
務を行っています。

人件費 1.1
行政改革推進事業費 0.4

あいち行革プラン2020 1.5 1.8 1組織管理

0530 外部監査事業費 02
総務局
総務部
総務課

外部監査結果に対して措置を行っ
た割合　94.6％ 3円 Ｃ

監査機能の独立性・専門性の一層の充実、透明性の確保
を目的として、包括外部監査人が、特定のテーマを選定し、
監査を実施しています。また、監査結果に係る監査対応局
の措置状況を公表しています。

人件費 0.04
外部監査費 0.2

― 0.2 0.2 1組織管理

0540 庁舎管理事業費 02
総務局
財務部
財産管理課

電話のダイヤルイン率
96.8％ 448円 Ｂ

県庁舎等を常に良好な状態に維持するため、庁舎の防火・
秩序維持、保全管理を行うとともに、庁内案内、電話交換等
の事業を行っています。

人件費 2.8
庁舎管理運営費 9.0
公債費 21.1

― 32.9 17.5 1組織管理
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0550
東三河総局・県民
事務所管理運営
事業

02
総務局
総務部
総務課

施設原因での事故数
0回 468円 Ｃ 東三河総局及び県民事務所等の施設管理、運営及び総

務・会計事務を行っています。

人件費 5.3
公債費 8.9
東三河総局費 11.1
県民事務所費 24.2

― 49.4 52.6 1組織管理

0610 法務文書事業費 02
総務局
総務部
法務文書課

条例案審査の進捗率
100％ 53円 Ｃ

文書の管理、公印の管守、県公報の編集・発行、法規の審
査、行政書士関連事務、訴訟及び不服申立ての事務の総
括調整、公益法人及び公益信託の事務の総括調整、法務
事務の指導、公文書館の管理等を行っています。

人件費　2.9
総合文書管理システム推進費　0.6

― 3.9 4.3 1組織管理

0630 財政管理事業 02
総務局
財務部
財政課

地方財政健全化法に基づく財政指
標（早期健全化基準）の達成 61円 Ｃ 予算の編成・その他財政に関する事務、国庫支出金等の返

還、財政調整基金等の積立等を行っています。

人件費　3.8
財政調整基金利子収益積立金　1.4
減債基金利子収益積立金　0.9
管理事務費　0.2

― 5.8 11.1 1組織管理

0640 財産管理事業 02
総務局
財務部
財産管理課

・未利用地の解消件数　6件
・県有地や県有施設の空きスペー
スの利活用拡大による収入額
25,225万円

116円 Ｃ 公有財産の取得、管理及び処分の総括を行うとともに、庁
舎の維持修繕等に関する事業を行っています。

県有資産所在市町村交付金 2.2
庁舎維持修繕費 8.7
庁舎設備整備費 14.9

あいち行革プラン2020

愛知県公共施設等総合管理計
画

35.1 34.1 1組織管理

0650
県税事務所管理
運営事業

02
総務局
財務部
税務課

収入未済額の圧縮
4年度：116億円
　↓
5年度：117億円

199円 Ｃ 県税事務所庁舎の管理運営及び施設整備、会計年度任用
職員の報酬等の執行を行っています。

人件費 8.1
県税事務所管理運営事業費 7.5

しなやか県庁創造プラン（愛知県
第六次行革大綱）

16.1 15.7 1組織管理

0660 賦課徴収事業 02
総務局
財務部
税務課

収入未済額の圧縮
4年度：116億円
　↓
5年度：117億円

4,397円 Ｃ 県税12税目の賦課徴収事務、税務システムの管理及び運
営を行っています。

人件費 68.0
県民税徴収取扱費交付金 129.5
県税過誤納還付金及び還付加算金
104.9
間税特別徴収義務者交付金 15.1

しなやか県庁創造プラン（愛知県
第六次行革大綱）

328.6 361.7 1組織管理

0670
市町村連絡調整
事業

02
総務局
総務部
市町村課

住民基本台帳ネットワークシステム
構築・運用率　100％ 154円 Ｃ

市町村の行財政能力の一層の向上と行政体制の整備の支
援及びそれに伴う連絡調整等を行っています。また住民基
本台帳ネットワークが適正に運営されるよう管理等を行って
います。

人件費 10.2
住民基本台帳ネットワーク運営費
2.0

― 12.2 13.4
6行政サー
ビスその他

0680 自治振興事業 02
総務局
総務部
市町村課

市町村から権限移譲希望のあった
移譲可能事務のうち、移譲した事務
の割合　100％

338円 Ｂ
地方分権の取組の推進のため、市町村等の機能強化と簡
素で効率的な行政運営の実現に向けて、市町村等に対して
支援等を行っています。

人件費 0.2
愛知県市町村振興協会交付金 20.1
市町村権限移譲交付金 1.7

― 29.1 35.0
6行政サー
ビスその他

0900 一時借入金利子 02
総務局
財務部
資金企画課

一時借入額410億円／日
（H24比△1,515億円／日） 2円 Ａ 歳計現金の不足に伴う一時借入金の利子について支払い

を行っています。
人件費 0.1
一時借入金利子 0.008

― 0.1 2.3 1組織管理

0910 公債管理事業 02
総務局
財務部
資金企画課

通常の県債の実質的な残高
19,734億円
(R4比110億円減）

2,164円 Ａ
一般会計で発行した県債の元金、利子、発行等諸経費及
び減債基金積立金を予算執行するための財源の公債管理
特別会計への繰出を行っています。

人件費0.9
公債費1,745.5

― 1,746.3 1,859.7 1組織管理

0920 税関連交付金 02
総務局
財務部
税務課

交付等誤りの件数　0件 75,117円 Ｂ 地方税法の規定に基づく市町村への交付金の交付、地方
消費税等の都道府県間での清算を行っています。

人件費 0.03
地方消費税都道府県清算金 2,981.4
地方消費税市町村交付金 1,913.7
法人事業税市町村交付金 281.8

― 5,634.5 5,209.7 2給付

1040 地域振興事業費 02

総務局
総務部
市町村課
地域振興室

山間地域への移住交流人口率
0.89% 69円 Ｃ 山村と都市の交流・定住促進、過疎バス路線維持対策等、

山村及び過疎地域の振興に係る事業を行っています。

人件費 1.8
過疎バス路線維持費補助金 1.1
山村振興ビジョン推進費1.1

東三河振興ビジョン
山村振興ビジョン

6.1 6.9
6行政サー
ビスその他
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1050
奥三河総合セン
ター管理運営事業

02

総務局
総務部
市町村課
地域振興室

郡内来館者・利用者率　179.5％ 13円 Ｄ 奥三河総合センターの管理事務、指定管理委託に関する
事業を行っています。

人件費 0.1
管理運営委託費 0.4

山村振興ビジョン 1.0 1.0 3施設運営

1120 情報推進事業 02
総務局
総務部
情報政策課

4時間以上停止したネットワーク及
び情報システム数　0件 506円 Ｃ

地域の情報化、市町村の電子自治体の推進、県Ｗｅｂサイ
ト及び行政情報通信ネットワーク等の運用管理に関する事
業を行っています。

人件費 3.1
情報処理システム運営費 13.6
ネットワークパソコン等運営費 10.5
社会保障・税番号制度システム運営費
4.0

あいちDX推進プラン2025 38.3 47.3
6行政サー
ビスその他

9010 公債管理事業
02

特別
会計

総務局
財務部
資金企画課

通常の県債の実質的な残高
19,734億円
(R4比110億円減）

2円 Ａ
一般会計で発行した県債の元金、利子、発行等諸経費の
執行、利子収益積立金の管理、及び償還財源の積立等を
行っています。

公債費7,556.5 ― 7,556.5 7,128.7 1組織管理

9025
県税証紙取扱事
業

02
特別
会計

総務局
財務部
税務課

― 6円 － 自動車税環境性能割・種別割及び軽自動車税環境性能割
の証紙の取扱いを特別会計で行っています。

一般会計へ繰出 83.5
歳入歳出外現金へ繰出 5.7
証紙売りさばき手数料 0.4

― 89.7 109.1 1組織管理

0560 人事管理事業 03
人事局
人事課

研修の目的の達成率99％ 51円 Ｃ
職員の人事、給与、服務及び規律保持、事務処理状況の
監察等に関する事務等、職員が県行政を一層公正かつ合
理的に執行するための人事管理事務を行っています。

人件費 3.5
公債費 4.9

― 20.9 8.8 1組織管理

0570 職員研修事業 03
人事局
人事課

研修の目的の達成率98％ 40円 Ｂ
自治研修所の管理運営、職員の能力開発を目的とした研
修所研修、一部の派遣研修、職員の自己啓発、ＯＪＴ等の
促進・支援に関する事業を行っています。

人件費 1.0
公債費 1.3
研修所運営費 0.7

― 3.5 2.9 1組織管理

0580
恩給及び退職年金
費

03
人事局
職員厚生課

恩給受給者の死亡時未支給金請求
から支給までの日数を目標よりも短
縮
30日（目標）→20.1日（5年度）

8円 Ａ
昭和37年12月1日の地方公務員等共済組合法の施行日前
日までに、一定の在職年数をもって退職した県吏員等に対
する、恩給及び退隠料等の支給、裁定、年額改定等の事業
を行っています。

人件費 0.6 ― 0.6 0.7 2給付

0590
職員福利厚生事
業

03
人事局
職員厚生課

人事局所管公舎入居者1人当たり
のコスト0円未満達成（大規模修繕
を除く）

88円 Ｂ
職員の福利厚生のため、健康診断及び健康指導、公務上
の災害又は通勤による災害に係る事務等を行い、県の事
務事業の円滑な運営に資するため、職員公舎の貸与を
行っています。

人件費 2.8
職員衛生管理費 1.5
職員公舎管理費 0.2

― 4.7 5.6 1組織管理

0600
総務事務センター
管理運営事業

03
人事局
総務事務管理課

処理率　100％ 124円 Ｂ 職員の給与、旅費、福利厚生などの内部管理事務を集中し
て行う総務事務センターを運営しています。

人件費 2.4
情報システム運営費 4.8
総務事務センター業務委託費 1.9

あいち行革プラン2020 9.2 9.0 1組織管理

1650
交通安全推進事
業

04
防災安全局
県民安全課

年間の交通事故死者数145人、8人
増加（R4比）
交通事故の重傷者数人741人、73
人増加（R4比）

34円 Ｄ
安全で快適な交通社会の実現と、交通事故による犠牲者
の減少を目指し、県民総ぐるみによる交通安全県民運動を
推進するとともに、交通安全に関する各種の広報啓発活動
を実施しています。

人件費1.1
交通安全県民運動費0.3
多発事故対策推進事業費0.4
自転車乗車上ヘルメット着用促進事業
費補助金0.5

第11次愛知県交通安全計画 2.5 2.5
6行政サー
ビスその他

1660
安全なまちづくり推
進事業

04
防災安全局
県民安全課

刑法犯認知件数
5,584件(13.5％)増加（R4比) 29円 Ｃ

犯罪が起きない安全なまちづくりを積極的に推進するため、
防犯意識の高揚や地域防犯力の向上など、各種施策を展
開し、刑法犯認知件数の減少に取り組むとともに、再犯防
止及び犯罪被害者等支援、性犯罪・性暴力被害者支援の
取組を実施しています。

人件費1.4
犯罪被害者等支援事業費0.1
性犯罪・性暴力被害者支援事業費0.2
自主防犯活動推進事業費0.5

あいち地域安全戦略2026 2.2 2.4
6行政サー
ビスその他

2010 防災総務事業 04
防災安全局
防災部
防災危機管理課

― 25円 －
防災安全局に属する職員の人事、予算経理に関する事務
や、防災安全局所管事項の広報及び広聴に関するとりまと
め等を行っています。

人件費 1.5
防災総務事業費 0.4

― 1.9 1.0 1組織管理

3 / 26 ページ



管理事業
コード

管理事業名
部局
コード

所管課室
主な成果
（R５）

県民一人当たり
コスト（R５）

自己評価
(評価調書）

事業の概要
主な事務事業（億円）

（R５）
関連する計画

R５
決算
(億円)

R６
予算
(億円)

タイプ

2024年度　管理事業評価結果一覧

2020
防災政策・啓発事
業

04
防災安全局
防災部
防災危機管理課

県地域防災計画への防災上の重要
課題の的確な反映 2回 24円 Ｃ

防災対策の総合的な企画調整・推進、県防災会議の実施、
県民への防災思想の普及啓発、防災協働社会の連携推進
及び防災ボランティアの普及・育成等の事業を行っていま
す。

人件費 1.6
産学官連携地域強靱化推進事業費 0.1
防災計画推進事業費0.2

第3次あいち地震対策アクション
プラン

1.9 3.1
6行政サー
ビスその他

2030
危機管理体制整
備事業

04
防災安全局
防災部
防災危機管理課

Em-Net導通試験参加市町村数 54
安否情報システム訓練参加市町村
数 54
市町村BCPを策定した市町村数 54

12円 Ｂ
国民保護法に基づく国民保護措置を円滑に実施できる体
制の整備、大規模地震発生時に行政機関が災害応急対策
や優先度の高い業務を適切に実施するための業務継続計
画の推進の事業を行っています。

人件費 0.6
飲食店等感染防止対策支援事業費
0.3

愛知県庁業務継続計画 1.0 0.7
6行政サー
ビスその他

2035
愛知県基幹的広
域防災拠点整備
事業

04

防災安全局
防災部
防災危機管理課
防災拠点推進室

入札不落
用地取得率94％ 49円 Ｄ

大規模災害時に、全国からの応援人員や物資等を円滑に
受け入れ、災害現場や地域の防災拠点に迅速かつ的確に
供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」の早期整備に向
け、用地買収、基盤造成工事等を行っています。

人件費 1.6
推進事業費　0.6
整備費　35.7

第3次あいち地震対策アクション
プラン

52.4 49.1 4インフラ

2040 災害対策事業 04
防災安全局
防災部
災害対策課

警戒体制初動配備率　100％ 250円 Ｃ
防災訓練の実施、高度情報通信ネットワークの管理運営、
市町村が実施する防災対策事業に対する支援等、地震、
風水害等の災害に対する災害応急対策の体制整備と強化
等の事業を行っています。

人件費 3.8
南海トラフ震等対策事業費補助金 1.9
次世代高度情報通信ネットワーク整備
費　1.5
ゼロメートル地帯広域防災拠点整備費
2.6
高度情報通信ネットワーク運営費 5.3

第3次あいち地震対策アクション
プラン

30.7 37.0
6行政サー
ビスその他

2050
防災ヘリコプター
管理運営事業

04
防災安全局
防災部
消防保安課

緊急運航による事案対応可能日数
366日 57円 Ｂ 防災ヘリコプター「わかしゃち」を運航し、災害応急活動、火

災防ぎょ活動、救急活動、救助活動等を行っています。
人件費 0.1
防災ヘリコプター管理運営事業費 4.2

第3次あいち地震対策アクション
プラン

8.5 3.8
6行政サー
ビスその他

2060
石油コンビナート
等防災対策事業

04
防災安全局
防災部
消防保安課

石油コンビナート等防災訓練の参
加人数
273人

24円 Ｄ
石油や高圧ガス等の危険物を、大量に貯蔵し取り扱ってい
る石油コンビナート等特別防災区域の災害の発生及び災
害の拡大を防止する事業を行っています。

人件費0.1
石油貯蔵施設周辺地域整備市町村事
業費交付金 1.4

第3次あいち地震対策アクション
プラン

1.8 2.4
6行政サー
ビスその他

2070
消防連絡調整事
業

04
防災安全局
防災部
消防保安課

県内消防団員数の前年比率
98.1％
心肺停止傷病者に対する1か月後
の社会復帰率　27.0%

49円 Ｃ 市町村の消防に関する助言・連絡調整、火災予防思想の
普及啓発、消防施設の強化に関する事業を行っています。

人件費 2.0
消防連絡調整事務費 0.1
救急高度化対策費 0.1
危険物取扱者・消防設備士講習免状交
付事務委託費 1.1

第3次あいち地震対策アクション
プラン

4.0 4.2
6行政サー
ビスその他

2080
消防学校管理運
営事業

04
防災安全局
防災部
消防保安課

入校者の卒業率　100％ 47円 Ｂ 県内市町村（名古屋市を除く）の消防職員等を対象にした
教育訓練機関である県立消防学校の運営を行っています。

人件費 1.3
消防学校管理運営事業費 運営費2.1

第3次あいち地震対策アクション
プラン

3.4 3.7
6行政サー
ビスその他

2090 産業保安事業 04

防災安全局
防災部
消防保安課
産業保安室

高圧ガス関係立入検査件数　782件 286円 Ａ 電気、火薬、高圧ガス、液化石油ガスを取り扱う者に対する
許認可等を行っています。

人件費 2.3
電気工事取締事業費 0.1
高圧ガス保安事業費 0.1
LPガス価格対策支援金交付金19.0

― 21.6 2.9
6行政サー
ビスその他

2100 災害救助事業 04
防災安全局
防災部
災害対策課

基金積立額の法定積立額の到達度
151％ 2円 Ａ

災害救助法に基づき、一定規模以上の災害が発生した場
合の各種救助の実施や、その財源にあてるための災害救
助基金の積み立てを行っています。

人件費 0.05
災害救助基金利子収益積立金 0.11

― 0.2 0.3
6行政サー
ビスその他

1510
県民生活総務事
業

05
県民文化局
県民生活部
県民総務課

常設展示の来客数　7,266人 49円 Ａ
県民文化局職員及び公益的法人等派遣職員の給与、県民
生活行政の円滑な運営を図るための管理的経費、「あいち
県民の日」の広報啓発、戦争に関する資料館運営協議会
の負担金等に係る事務を行っています。

人件費　2.6
管理事務費　1.0

― 3.6 3.2 1組織管理

1520
情報公開・個人情
報保護制度運営
事業

05
県民文化局
県民生活部
県民総務課

答申1件あたりのコストの縮減
1,260,997円（R4）→988,647円（R5） 11円 Ｂ

開かれた県政を実現するため、愛知県情報公開条例に基
づき情報公開制度の運用事務を行うとともに、個人情報の
適正な取扱いを図り、個人の権利利益を保護するため、個
人情報の保護に関する法律等に基づき個人情報保護制度
の運用事務を行う。

人件費　0.8 ― 0.8 0.8
6行政サー
ビスその他
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1530 人権推進事業 05
県民文化局
人権推進課

人権に配慮する人が増えたと思う
人の割合
（アンケート調査）　98.2％

20円 Ｃ
人権が尊重され、差別や偏見のない地域社会の構築に向
け、県民の人権意識の高揚を図るための啓発等を行ってい
ます。

人件費0.9
啓発推進費0.4
隣保館施設整備費補助金1.7

あいち人権推進プラン 1.6 3.5
6行政サー
ビスその他

1540
県民相談・消費生
活事業

05
県民文化局
県民生活部
県民生活課

消費生活苦情相談の解決率
99.6％ 72円 Ｂ

県民相談や県政に関する情報提供を実施し、県民の日常
生活の不安の解消を図っています。また、消費者被害の救
済・未然防止や消費者啓発・教育など、県民の消費生活の
安定と向上のための施策に取り組んでいます。

人件費3.8
消費者行政活性化事業費補助金1.5
消費者行政活性化推進事業費0.2

あいち消費者安心プラン2024 5.5 6.2
6行政サー
ビスその他

1560 旅券発給事業 05
県民文化局
県民生活部
県民生活課

愛知県旅券センター利用者の満足
度　92.2％ 62円 Ａ 一般旅券発給申請の受理並びに旅券の作成、交付等に関

する事務を行っています。
人件費 2.0
旅券発給事業費 2.5

― 4.5 5.0
6行政サー
ビスその他

1570
文化学事振興事
業

05
県民文化局
文化部
文化芸術課

文化活動参加者率　18.6％ 65円 Ａ

文化芸術に関する普及啓発や多様な文化芸術活動の支援
を行うとともに、そうした文化の多面的な交流を推進してい
ます。また、知事と教育委員会が協議・調整を行う愛知県総
合教育会議等の運営や、宗教法人の設立・合併・解散・規
則変更認証事務、登録免許税非課税証明事務等の宗教法
人に係る事務を行っています。

人件費2.6　公債費0.4
地域創造負担金0.2
文化活動事業費補助金0.3
名古屋フィルハーモニー交響楽団事業
費補助金0.8

あいち文化芸術振興計画2027 7.6 5.6
6行政サー
ビスその他

1585
あいち朝日遺跡
ミュージアム管理
運営事業

05

県民文化局
文化部
文化芸術課
文化財室

あいち朝日遺跡ミュージアム入場者
数
66,257人

28円 Ｃ 朝日遺跡の重要文化財等の保存及び活用を図るため、「あ
いち朝日遺跡ミュージアム」の管理運営を行っています。

人件費0.4
あいち朝日遺跡ミュージアム管理運営
費0.9

あいち文化芸術振興計画2027 5.9 2.3 3施設運営

1590
芸術文化センター
管理運営事業

05
県民文化局
文化部
文化芸術課

芸術文センター（栄施設）入場者数
1,018,337人 464円 Ｄ

愛知県芸術劇場、愛知県文化情報センター、愛知県美術館
で構成される総合芸術文化施設であり、本県における文化
芸術施策を展開する拠点施設として、芸術創造・文化情報
を発信し、多様な鑑賞機会及び文化芸術活動の場を提供し
ています。

人件費3.6  公債費5.4
管理運営費13.9
美術館運営費1.1
施設設備整備費5.9

あいち文化芸術振興計画2027 29.9 27.9 3施設運営

1595 国際芸術祭事業 05

県民文化局
文化部
文化芸術課
国際芸術祭推進室

国際芸術祭は３年に一度の開催で
あり、令和5年度は非開催年度 19円 －

県民や芸術関係者、NPO、企業、市町村等と幅広い連携・
協同を図りながら、愛知から文化芸術を世界へ発信する国
際的な芸術祭を3年ごとに定期的に開催しています。

人件費1.0
国際芸術祭「あいち」開催準備費0.6

あいち文化芸術振興計画2027 1.6 3.7
6行政サー
ビスその他

1600
図書館管理運営
事業

05
県民文化局
文化部
文化芸術課

愛知県図書館の利用者数
3,476,505人 116円 Ｃ

図書館の維持管理、図書等資料の購入及び資料の装備
等、図書館システムの運用及び保守、資料の閲覧・貸出等
のサービス、市町村図書館との相互協力体制の確立及び
図書館未設置町村での図書の振興の事務を行っていま
す。

人件費4.5  公債費0.2
図書館管理運営費2.2
施設設備整備費0.5

あいち文化芸術振興計画2027 7.5 8.8 3施設運営

1610
陶磁美術館管理
運営事業

05
県民文化局
文化部
文化芸術課

陶磁美術館の来館者数　12,966人 80円 Ｃ
陶磁文化の振興及び陶磁器に関する文化財の保存並びに
住民の陶芸に対する教養の向上を図り、併せて陶磁器産
業の発展に寄与するために設置された陶磁美術館の管理
運営を行っています。

人件費1.9  公債費1.7
陶磁美術館管理運営費1.5

あいち文化芸術振興計画2027 5.3 25.2 3施設運営

1620
青少年育成推進
事業

05
県民文化局
県民生活部
社会活動推進課

子ども・若者支援地域協議会を利用
できる子ども・若者の割合　73.6％ 17円 Ｃ 各種青少年育成県民運動を展開するとともに、青少年の健

全育成・非行防止を推進するための取組を行っています。
人件費1.0

あいち子ども・若者育成計画
2027

1.2 1.3
6行政サー
ビスその他

1630
民間非営利活動
推進事業

05
県民文化局
県民生活部
社会活動推進課

事業報告書の提出率 98.3% 14円 Ｃ
特定非営利活動促進法に基づく法人格付与の認証事務及
び税の待遇を行う認定事務や、NPOとの協働・連携の推進
などを行うとともに、その拠点となるあいちNPO交流プラザ
の運営を行っています。

人件費0.9
あいち協働ルールブック2004

協働ロードマップ策定手順書
1.0 1.2

6行政サー
ビスその他

1635
多文化共生推進
事業

05

県民文化局
県民生活部
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生に関する出前講座等の
参加人数
 452人

46円 Ｃ
多文化共生社会の形成に向けた啓発活動等各種施策、外
国人県民への日本語教育の支援、あいち医療通訳システ
ム推進協議会に関する事業を行っています。

人件費 1.1
愛知県国際交流協会運営費補助金 1.8

第4次あいち多文化共生推進プ
ラン

3.4 3.9
6行政サー
ビスその他
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1640
男女共同参画推
進事業

05
県民文化局
男女共同参画推進課

県の審議会等に占める女性委員の
割合 34.54％ 30円 Ｃ 男女共同参画の推進に向けた取組及び働く場における女

性の活躍促進のための取組を行っています。

人件費 1.3
あいち男女共同参画財団補助金 0.8
女性の活躍促進事業 0.4

あいち男女共同参画プラン2025 2.4 2.6
6行政サー
ビスその他

1680
女性総合センター
管理運営事業

05
県民文化局
男女共同参画推進課

ホール利用率　90.4％ 110円 Ａ 男女共同参画の拠点施設として設置された愛知県女性総
合センターの管理運営を行っています。

人件費 0.1
管理運営委託費 2.8
施設設備整備費 5.3
公債費 3.5

あいち男女共同参画プラン2025 9.7 11.8 3施設運営

1690 統計調査事業 05
県民文化局
県民生活部
統計課

住宅・土地統計調査を始め11の統
計調査を実施 158円 Ｃ

国勢調査を始めとする人口、経済、社会、教育などの各部
門にわたる統計調査を実施するとともに、調査結果の分析・
整理、統計情報の提供を行っています。

人件費 7.8
住宅・土地統計調査費 3.6
労働力等調査費 0.3

― 12.0 12.5
6行政サー
ビスその他

1700
公立大学振興事
業

05
県民文化局
学事振興課

評価委員会による5年度の全体評
価「順調に実施している」 749円 Ｂ

公立大学法人の運営に必要な運営費交付金の交付、老朽
化等の著しい県立芸術大学の施設整備、法人の業務の実
績に対する評価等を行うための愛知県公立大学法人評価
委員会の運営等の事務を行っています。

人件費 0.5
公債費 15.4
公立大学法人運営費交付金 48.1

愛知県公立大学法人第三期中
期目標

84.9 85.9
6行政サー
ビスその他

1710
私立学校振興事
業

05
県民文化局
学事振興課
私学振興室

指導検査における要指導法人の比
率 ８％ 9,540円 Ｂ

保護者負担の軽減、教育条件の維持向上、経営の安定化
を図るため、知事が所管する私立学校への補助金の事務
を行っています。

人件費 2.6
私立学校経常費補助金 396.0
私立高等学校等授業料軽減補助金
174.9
私立幼稚園授業料等軽減補助金 38.8

― 716.6 733.0 2給付

6230 文化財事業 05

県民文化局
文化部
文化芸術課
文化財室

発掘調査実施面積/発掘調査依頼
面積
30,884㎡/30,884㎡

83円 Ｃ
文化財保護法及び県文化財保護条例に基づく文化財の指
定・登録を行い、文化財の保存活用を行っています。文化
財保護のため、指定文化財の維持管理等に対する補助及
び管理・環境整備等を行っています。

人件費1.2
埋蔵文化財発掘調査委託費 4.0

あいち文化芸術振興計画2027 6.2 4.8
6行政サー
ビスその他

6240
埋蔵文化財調査セ
ンター管理運営事
業

05

県民文化局
文化部
文化芸術課
文化財室

埋蔵文化財調査研究会開催回数
1回 15円 Ｂ

埋蔵文化財に関する調査研究及び普及啓発、埋蔵文化財
の発掘に伴い増大する出土遺物の保存と活用を図るため、
埋蔵文化財調査センターの管理運営を行っています。

人件費0.7
埋蔵文化財調査センター管理運営費
0.1

あいち文化芸術振興計画2027 1.0 1.1
6行政サー
ビスその他

2510 環境総務事業 06
環境局
環境政策部
環境政策課

― 38円 － 環境局の総務、人事、予算、経理等の管理事務等を行って
います。

人件費2.7
環境総務事業費0.1

― 2.8 2.0 1組織管理

2520 環境政策事業 06
環境局
環境政策部
環境政策課

あいち環境づくり推進協議会関係団
体への情報発信回数　12回 88円 Ｂ

環境審議会の運営、公害紛争の処理、地域環境監視班の
運営、環境基本計画の推進、ＳＤＧｓ環境プラットフォームの
運用管理、ＳＤＧｓ推進フェアの開催、持続可能な未来のあ
いちの担い手の育成、あいち環境イノベーションプロジェク
トの推進、公害健康被害補償及び経済環境適応資金利子
補給等に関する事業を行っています。

人件費2.2
公害健康被害補償費3.4

第5次愛知県環境基本計画 6.8 8.2
6行政サー
ビスその他

2540
環境活動推進事
業

06
環境局
環境政策部
環境活動推進課

県民へのアンケート調査により事業
効果ありの回答割合　91.98％ 77円 Ｃ

環境マネジメントシステムの運用、環境学習及びエコアク
ションの推進、環境影響評価制度の運用及び化学物質の
適正管理の促進に関する事業を行っています。

人件費3.7、環境管理システム運営費
0.3、あいち森と緑づくり環境学習推進
事業費0.6、環境学習等行動計画推進
費0.4、ダイオキシン類対策費0.3

愛知県環境学習等行動計画
2030

5.9 6.8
6行政サー
ビスその他

2550 大気環境事業 06
環境局
環境政策部
水大気環境課

大気汚染監視有効測定項目の取得
率　100% 61円 Ｂ

大気汚染、騒音、振動及び悪臭に係る環境保全対策の企
画及び推進、環境保全のための調査、指導及び規制等に
関する事業を行っています。

人件費2.5
環境保全規制調査費3.7
環境監視施設費2.1

― 4.9 5.6
6行政サー
ビスその他

2560
地球温暖化対策
事業

06
環境局
地球温暖化対策課

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に
係る
大気環境基準の達成率100％

201円 Ｃ
省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの利用拡大、
ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの普及促進、自動車排出ガス対策等に関
する事業を行っています。

人件費4.8
あいち地球温暖化防止戦略費5.5
あいち自動車ゼロエミッション化加速プ
ラン推進費5.1
自動車排出ガス対策費0.2

あいち地球温暖化防止戦略2030
（改定版） 15.6 20.5

6行政サー
ビスその他
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2570 水地盤環境事業 06
環境局
環境政策部
水大気環境課

公共用水域水質調査生活環境項目
における環境基準達成率（BOD、
COD、全窒素、全りん）　87.7％

117円 Ｃ
水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下に関する調査及び規制指
導、浄化槽に関する設置費助成、維持管理指導及び保守
点検業者の登録等に関する事業を行っています。

人件費5.6
環境保全規制調査費1.3
浄化槽設置費補助金1.1

化学的酸素要求量、窒素含有量
及びりん含有量に係る総量削減
計画

全県域汚水適正処理構想

あいち水循環再生基本構想

8.9 10.0
6行政サー
ビスその他

2580
環境調査センター
管理運営事業

06
環境局
環境政策部
環境政策課

センターホームページアクセス件数
131,099件 46円 Ｂ 環境調査センターの管理事務及び環境保全に係る調査研

究等に関する事業を行っています。
人件費0.5
運営費0.8

― 7.6 7.3
6行政サー
ビスその他

2590
資源循環推進事
業

06
環境局
資源循環推進課

廃棄物の最終処分量の目標値に対
する一般廃棄物の削減量　3.6万ｔ 257円 Ｃ

循環型社会の形成に向けて、愛知県廃棄物処理計画に基
づき、３Ｒの促進、廃棄物の適正処理の推進、廃棄物処理
施設の整備の促進、非常災害時における処理体制の構
築、地域循環圏づくりの推進に関する事業を行っています。

人件費5.1
循環型社会形成推進費3.3

愛知県廃棄物処理計画
あいち地域循環圏形成プラン

18.7 20.2
6行政サー
ビスその他

2600
廃棄物監視指導
事業

06
環境局
資源循環推進課

特別機動班監視パトロールによる
適正化率
88％

31円 Ｂ
産業廃棄物の適正処理の確保及び不法投棄等の不適正
処理の未然防止を図るための事業者・処理業者等に対す
る指導・監視や、ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進を図るた
めの保管事業者の指導等に関する事業を行っています。

人件費2.1
産業廃棄物適正処理推進事業費0.5

愛知県ポリ塩化ビフェニル廃棄
物処理計画

2.5 3.6
6行政サー
ビスその他

2620
自然環境保全事
業

06
環境局
環境政策部
自然環境課

生態系ネットワーク協議会への新規
参加団体数　6団体 87円 Ｃ

「あいち生物多様性戦略2030」に基づき、生態系ネットワー
クの形成、生態系の調査、東海自然歩道の運営・整備、国
定公園及び県立自然公園の計画、鳥獣保護管理事業計画
の実施、希少野生動植物の保全、移入種及び外来生物対
策、自然環境保全地域の維持管理等に関する事業を行っ
ています。

人件費4.7
あいち生物多様性戦略費0.2
東海自然歩道費0.9

あいち生物多様性戦略2030 6.3 7.6
6行政サー
ビスその他

2630
自然公園施設管
理運営事業

06
環境局
環境政策部
自然環境課

自然公園施設の利用者数　約40万
人 7円 Ｄ

国定公園内に設置した自然公園施設について、利用者の
安全で快適な利用を確保するため、老朽化した施設の修
繕、再整備を行うとともに、清掃・点検等の管理運営を指定
管理者に委託して運営を行っています。

人件費0.2
運営費0.2

あいち生物多様性戦略2030 0.5 0.6 3施設運営

2640
弥富野鳥園管理
運営事業

06
環境局
環境政策部
自然環境課

弥富野鳥園利用者数　49,653人 9円 Ｃ
野鳥の生息地の保全、野鳥を観察するための施設の利用
促進、野鳥に関する資料の展示、野鳥に関する調査その他
野鳥の保護に必要な事業等を指定管理者に委託して運営
を行っています。

人件費0.2
管理運営委託費0.4

あいち生物多様性戦略2030 0.7 0.9 3施設運営

3010 福祉総務事業 07
福祉局
福祉部
福祉総務課

県立健康福祉施設の修繕等　7施
設
法人等指導監査監査率　94.8％

891円 Ｃ 福祉局における総務・人事・広報・企画・予算・経理等の内
部管理事務を行っております。

人件費 5.4
福祉調整事務費 2.2
愛知県公園協会運営費補助金 0.5
地域医療介護総合確保基金積立金
39.1

― 108.4 31.4 1組織管理

3020 地域福祉事業 07
福祉局
福祉部
地域福祉課

民生委員・児童委員一人あたりの
活動件数
104件

561円 Ｃ
民生委員、社会福祉協議会を始めとした社会福祉団体や
ボランティアなどの協力を得ながら、地域での福祉を推進す
るための事業を実施するほか、高度化・多様化する福祉
ニーズに対応できる人材の養成と確保を図っております。

人件費2.1　民生委員費1.9
民間社会福祉施設運営費補助金6.5
民間社会福祉施設職員退職手当共済
事業費補助金10.5
重層的支援体制整備事業交付金9.6

あいち福祉保健医療ビジョン
2026

43.1 61.7
6行政サー
ビスその他

3025
生活困窮者対策
事業

07
福祉局
福祉部
地域福祉課

生活困窮者に対する新規の自立相
談支援件数
342件

49円 Ｄ
生活に困窮する者に対して、相談支援等により自立を図る
とともに、子どもの貧困対策の推進、生活資金の貸付、矯
正施設退所者等への支援を行っています。

人件費　0.7
自立支援事業費　1.0
子どもの学習・生活支援事業費　0.7

第5期愛知県ホームレス自立支
援施策等実施計画

3.7 4.1
6行政サー
ビスその他

3035
遺家族等援護事
業

07
福祉局
福祉部
地域福祉課

戦傷病者、戦没者遺族等の支援事
業への参加人数　1,437人 11円 Ｂ

旧軍人･軍属又は準軍属であった者に関する、戦傷病者戦
没者遺族等援護法、恩給法、特別給付金支給法及び特別
弔慰金支給等による援護を行っております。
また、中国残留邦人等に対して地域定着、自立の支援を
行っております。

人件費0.5
援護業務事務費0.3

― 0.8 1.0
6行政サー
ビスその他

7 / 26 ページ



管理事業
コード

管理事業名
部局
コード

所管課室
主な成果
（R５）

県民一人当たり
コスト（R５）

自己評価
(評価調書）

事業の概要
主な事務事業（億円）

（R５）
関連する計画

R５
決算
(億円)

R６
予算
(億円)

タイプ

2024年度　管理事業評価結果一覧

3095 生活保護事業 07
福祉局
福祉部
地域福祉課

就労支援による就労・増収達成率
（達成者数/事業参加者数）　56％ 18円 Ｃ

県福祉事務所における生活保護の実施に係る事務費や、
市を含めた各福祉事務所に対し監査を実施するための人
件費等を確保し、生活保護法施行事務の適正実施のため
の体制整備を行っております。

人件費　0.8
就労支援相談事業費　0.1
生活保護事務費　0.5

― 1.3 1.4
6行政サー
ビスその他

3100
生活保護扶助事
業

07
福祉局
福祉部
地域福祉課

生活に困窮する全ての人が健康で
文化的な生活を営めるよう必要な
援助の実施

512円 －
生活保護法に基づき、生活に困窮するすべての人が健康
で文化的な生活を営めるよう、困窮の程度に応じ経済的援
助を行うとともに、その自立助長を図ることを目的とし必要
な援助を行っております。

人件費2.7
医療扶助16.3
生活扶助費7.7
生活保護費負担金（住所不定分）5.4

― 38.3 39.6 2給付

3105 児童福祉事業 07
福祉局
児童家庭課

遺児手当受給者数　20,512人 251円 Ｃ 遺児手当の支給や、児童委員への活動費用の支弁等を行
うことにより児童福祉施策の推進を図っております。

人件費　3.3
遺児手当支給費　12.8
児童委員費　1.6

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

18.4 20.1 2給付

3110 子育て支援事業 07
福祉局
子育て支援課

産休・病休代替職員設置費支給人
員2,666人
子育て家庭優待事業の年間新規協
賛店舗数372店舗
保育所の施設整備46か所

2,588円 Ｂ
児童を養育する者に対する児童手当の支給、子育て支援
対策基金を活用した事業を始めとした子育て支援や少子化
対策等を実施する事業を行っています。

人件費1.2
子育て支援関係職員研修費0.5
児童手当負担金166.4
保育補助者雇上強化事業費補助金2.4
子育て支援対策基金事業費1.2

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

193.5 208.8 2給付

3115 子ども医療事業 07
福祉局
高齢福祉課

子ども医療制度実施率　100% 1,179円 Ｂ
子どもが必要な医療を安心して受けられるように、医療保
険制度における自己負担相当額を公費で支給している市
町村に対し、経費を補助しています。

医療費補助金87.1
事務費補助金1.3

― 88.4 85.3 2給付

3120 母子福祉事業 07
福祉局
児童家庭課

就業支援講習会の参加者数
213人 218円 Ｃ ひとり親家庭への支援、児童扶養手当の支給などにより母

子の福祉の増進を図っております。

人件費　2.2
児童扶養手当支給費　10.2
子育て世帯生活支援特別給付金支給
費1.8

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

16.3 14.8 2給付

3130
女性相談支援セン
ター管理運営事業

07
福祉局
福祉部
地域福祉課

相談件数
12,796件 9円 Ｃ

女性相談支援センターにおいて、女性からのさまざまな悩
みごとや配偶者からの暴力に関する相談に応じ、必要な支
援を行うとともに、保護を要する女性の一時保護を実施して
おります。

人件費　0.3
一時保護所費　0.3

愛知県困難な問題を抱える女性
支援及びＤＶ防止基本計画

0.6 1.8
6行政サー
ビスその他

3135
母子・父子家庭医
療事業

07
福祉局
高齢福祉課

母子・父子家庭医療制度実施率
100% 322円 Ｂ

母子・父子家庭の方が必要な医療を安心して受けられるよ
うに、医療保険制度における自己負担相当額を公費で支給
している市町村に対し、経費を補助しています。

医療費補助金23.9
事務費補助金0.3

― 24.2 23.5 2給付

3140
児童相談センター
管理運営事業

07
福祉局
児童家庭課

相談処理率　100％ 563円 Ｃ
児童相談センターにおいて、児童虐待相談や非行相談、心
身障害相談など児童に関するあらゆる相談に対し、専門的
な対応を行うとともに、保護を要する児童の一時保護を実
施しております。

人件費　36.1
一時保護費　1.7

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

40.5 42.6
6行政サー
ビスその他

3145
児童自立支援施
設管理運営事業

07
福祉局
児童家庭課

退所児童のうち、家庭復帰児童の
割合　67％ 55円 Ｃ

不良行為をなすおそれのある児童等が入所する県立の児
童自立支援施設「愛知学園」において、個々の児童の状況
に応じて必要な指導を行い、その自立を支援しております。

人件費　3.7
児童自立支援施設費援護費　0.3
学校運営費　0.1

― 4.5 5.0 3施設運営

3150
児童厚生施設管
理運営事業

07
福祉局
子育て支援課

愛知こどもの国入園者(推計)
280,690人
海南こどもの国入園者(推計)
406,800人
児童総合センター入館者数
244,265人

86円 Ｄ
児童の健康を増進し、その情操を豊かにすることで、児童
の健全な育成を図るため設置された県立児童厚生施設とし
て、愛知こどもの国、海南こどもの国及び児童総合センター
の運営を実施する事業を行っています。

人件費0.0
こどもの国費2.5
児童総合センター管理運営委託費1.7
施設設備整備費0.7

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

5.2 5.2 3施設運営

3155
児童福祉施設事
業

07
福祉局
児童家庭課

児童福祉施設入所者の家庭復帰の
実人員
153人

1,239円 Ｃ
児童福祉施設（乳児院、児童養護施設、母子生活支援施設
等）や里親等に入所措置又は委託された児童等の処遇を
適切に維持するため、入所等に係る費用を支弁又は負担し
ております。

人件費　11.2
児童福祉措置費支弁金　77.5
婦人保護措置費支弁金  1.8

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

92.4 97.5 2給付
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3165
子育て支援施設事
業

07
福祉局
子育て支援課

低年齢児途中入所円滑化事業担当
保育士数　200人
1歳児保育実施事業対象児童数(月
平均)　3,479人
第三子保育料無料化事業対象児童
数　1,929人
放課後児童クラブの実施箇所数
1,618か所

9,899円 Ｃ
私立保育所、私立認定こども園の施設型給付費の支給や、
放課後児童クラブの運営費を補助し、保育・放課後児童対
策を実施する事業を行っています。

人件費2.4
施設型教育・保育給付費247.6
地域型保育給付費負担金25.3
子育て支援施設等利用給付費負担金
3.8
地域子ども・子育て支援事業費補助金
57.9
1歳児保育実施費1.5

あいち　はぐみんプラン2020-
2024

358.5 393.3
6行政サー
ビスその他

3170 高齢福祉事業 07
福祉局
高齢福祉課

老人クラブ加入率　13.0％
市町村向け認知症地域支援推進員
の新任者・現任者研修受講率
91.7％
軽費老人ホームの利用延べ人員
27,072人
あいちシルバーカレッジの応募率
140％

251円 Ｄ
高齢者の生きがい対策、認知症高齢者の支援施策及び軽
費老人ホームの利用料助成に関する事業等を行っていま
す。

生きがい対策費1.1
認知症施策推進費1.4
軽費老人ホーム利用料補助金11.6

第9期愛知県高齢者福祉保健医
療計画

19.4 20.2
6行政サー
ビスその他

3180
後期高齢者福祉
医療事業

07
福祉局
高齢福祉課

後期高齢者福祉医療制度実施率
100% 880円 Ｂ

ねたきり・認知症の高齢者や一定の障害のある高齢者が必
要な医療を安心して受けられるように、医療保険制度にお
ける自己負担相当額を公費で支給している市町村に対し、
経費を補助しています。

医療費補助金65.2
事務費補助金0.7

― 66.0 66.6 2給付

3185 介護保険事業 07
福祉局
高齢福祉課

各市町村における地域包括ケア評
価指標全項目の実施率　88％ 11,550円 Ｄ

介護予防の推進や、介護保険法で定められている経費の
一部を負担するとともに、介護保険事業の運営が健全かつ
円滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助を行っ
ています。

介護給付費負担金757.7
地域支援事業交付金 42.0
低所得者保険料軽減負担金16.1
介護サービス確保対策事業費補助金
37.3

第9期愛知県高齢者福祉保健医
療計画

866.1 897.4 2給付

3187
介護職員処遇改
善事業

07
福祉局
高齢福祉課

― ― Ｃ
介護職員の人材確保という喫緊の課題に対応するため、賃
上げに必要な財政措置を早急に講じる観点から介護職員
の賃金を引き上げるための措置を実施することを目的とし
ています。

― ― 0.0 0.0 2給付

3195
高齢福祉施設事
業

07
福祉局
高齢福祉課

特別養護老人ホームの整備（着工
を含む）定員数　220人 696円 Ｂ 社会福祉法人等に対し、老人福祉施設の整備に必要な経

費を助成する事業等を行っています。
老人福祉施設設置費補助金6.4
介護施設等整備事業費42.4

第9期愛知県高齢者福祉保健医
療計画

62.8 45.4
6行政サー
ビスその他

3200 障害福祉事業 07
福祉局
福祉部
障害福祉課

障害者地域生活支援事業の市町村
実施事業数　712事業 7,053円 Ｂ

障害のある人の自立を支える環境の構築、障害の早期発
見と療育支援、障害のある人の自立と地域生活の支援の
三つを柱として、身体障害者、知的障害者、及び精神障害
者に関して各種福祉施策を行っております。

障害者自立支援介護・訓練等給付費負
担金412.7
障害者手当支給費52.9
障害者自立支援医療費負担金20.4

あいち障害者福祉プラン2021-
2026

529.0 561.6 2給付

3210 障害者医療事業 07
福祉局
高齢福祉課

障害者医療制度実施率　100% 1,049円 Ｂ
障害のある方が必要な医療を安心して受けられるように、
医療保険制度における自己負担相当額を公費で支給して
いる市町村に対し、経費を補助しています。

医療費補助金78.2
事務費補助金0.5

― 78.6 82.9 2給付

3212
障害福祉職員処
遇改善事業

07
福祉局
福祉部
障害福祉課

― ― Ｃ
障害福祉現場の最前線において働く方々の収入の引上げ
を図り、人材の他産業への流出を防ぐとともに、安定した
サービス提供ができるよう人員体制の確保に資するため、
令和6年2月から5月までの4か月分の賃金改善に係る費用
の助成を行っております。

― ― 0.0 0.0 2給付

3215
障害福祉施設管
理運営事業

07

福祉局
福祉部
障害福祉課
医療療育支援室

県立民営重症心身障害児者施設の
年間延利用者数95,352人 108円 Ｃ

県立点字図書館及び盲人ホーム「明生会館」の運営を指定
管理者制度により委託する明生会館管理運営委託事業、
県立の心身障害児者福祉施設「青い鳥医療療育セン
ター」、「三河青い鳥医療療育センター」の運営を指定管理
者制度により委託する心身障害児者福祉施設管理運営事
業を行っています。

人件費　0.5
明生会館管理運営委託事業費　0.4
心身障害児者福祉施設管理運営事業
費　3.4
公債費　2.2

あいち障害者福祉プラン2021-
2026

6.4 5.3 3施設運営

3220
障害福祉施設事
業

07

福祉局
福祉部
障害福祉課
医療療育支援室

情報機器貸出件数　588件
聴覚障害者からの地域生活・社会
生活全般に関する相談件数　411件

1,965円 Ａ

児童福祉法に基づく契約及び措置に要する入所費用を施
設に支弁する障害児入所給付費・保護措置費支弁金、指
定障害児通所支援に要する費用を負担する障害児通所給
付費負担金、グループホームをはじめ障害福祉サービスを
提供する施設等の建設費に対する補助等の事業を行って
おります。

人件費0.6
障害児入所給付費・保護措置費支弁費
15.6
障害児通所給付費負担金126.8
聴覚障害者情報提供施設運営費補助
金0.3
障害者施設設置費補助金3.6

あいち障害者福祉プラン2021-
2026

150.3 157.9 2給付
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3223
障害者福祉減税
基金事業

07

福祉局
福祉部
障害福祉課
医療療育支援室

民間の重症心身障害児者の入所施
設定員
248人

1円 Ｂ
重症心身障害児者が身近な地域で医療や療育等の支援を
受けられる体制作りを行うため、障害者福祉減税基金を財
源として、医療型障害児入所施設等の整備に対する補助を
行っています。

人件費0.1
あいち障害者福祉プラン2021-
2026

0.1 0.1
6行政サー
ビスその他

3227
医療療育総合セン
ター管理運営事業

07

福祉局
福祉部
障害福祉課
医療療育支援室

短期入所事業受入件数　2,049件 916円 Ｄ
地域で生活する障害のある方々が必要な時に専門的な医
療・療育が受けられる拠点施設である医療療育総合セン
ターの管理運営を行っています。

人件費　44.0
管理費　9.0
中央病院費　7.0

― 69.8 81.8 3施設運営

9030
母子父子寡婦福
祉資金事業

07
特別
会計

福祉局
児童家庭課

母子父子寡婦福祉資金新規貸付件
数　25件 4円 Ｃ

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の生活の安定を図るた
め、修学資金など生活に必要な各種資金の貸し付けを行っ
ております。

母子福祉資金貸付事業費　0.3
あいち　はぐみんプラン2020-
2024

0.8 1.2 5融資

3015
保健医療総務事
業

08
保健医療局
健康医務部
医療計画課

修繕等を実施した県立保健医療施
設数
11施設
へき地等派遣医師充足率100%

79円 Ｂ 保健医療局における総務・人事・広報・企画・予算・経理等
の内部管理事務を行っております。

人件費4.4
地域医療総合確保基金22.5
県立保健医療施設施設設備整備費4.0
自治医科大学運営費負担金1.3

― 29.8 38.4 1組織管理

3030 医療計画事業 08
保健医療局
健康医務部
医療計画課

統計調査結果ＨＰへのアクセス件数
（添付ファイルを除く。）58,263件
特定町村保健師の充足率66.6％

237円 Ｃ
厚生統計調査の実施、地域包括ケアシステムの構築、市町
村保健活動の支援など健康福祉の向上に資する各種施策
の推進を図りつつ、地域保健医療計画の推進を図っていま
す。

人件費2.7
厚生統計調査費0.1
医療計画推進費0.2

愛知県地域保健医療計画 17.3 3.3
6行政サー
ビスその他

3040
国民健康保険事
業

08
保健医療局
健康医務部
国民健康保険課

市町村国民健康保険事業特別会計
の経常収支の均衡 7,586円 Ｃ

国民健康保険事業の健全な運用及び財政の安定化を推進
するため、保険者に対する助言・財政支援を行うとともに、
保険医療の質的向上及び療養の給付の適正化を図るた
め、保険医療機関等に対する指導を実施しております。

国民健康保険基盤安定制度負担金
190.8
国民健康保険財政調整交付金316.1
国民健康保険高額医療費負担金52.5

第3期愛知県国民健康保険運営
方針

569.0 572.0 2給付

3045 健康づくり事業 08
保健医療局
健康医務部
健康対策課

脳血管疾患の年齢調整死亡率（10
万人対）
男性87.6　女性52,0

137円 Ｃ
県民の健康を増進し疾病を予防するため、生活習慣病対
策、がん対策、歯科口腔保健対策等を総合的に推進しま
す。

健康増進事業費補助金　1.9
がん診療連携拠点病院機能強化事業
費補助金　1.1

第3期健康日本21あいち計画
第4期愛知県がん対策推進計画
第2期歯科口腔保健基本計画

10.0 13.1
6行政サー
ビスその他

3050 感染症対策事業 08
保健医療局
感染症対策課

全結核り患率（人口10万人当たり）
9.7人
保健所における肝炎ウイルス検査
の実施519回

4,333円 Ｃ
法律や計画等に基づき、感染症の発生を防止し、また、患
者発生時にはそのまん延を防止するための防疫活動を行う
ことによって、公衆衛生の向上を図るとともに、患者の受療
促進のために医療費を給付し、負担軽減を図っておりま
す。

B型・C型肝炎患者医療給付費 2.2
予防接種対策費補助金 1.0

愛知県感染症予防計画
愛知県結核対策プラン
愛知県肝炎対策推進計画
新型インフルエンザ等対策行動
計画

327.1 39.3 2給付

3055 難病等対策事業 08
保健医療局
健康医務部
健康対策課

難病患者・家族教室開催回数　30
回 1,010円 Ｃ 難病患者、ハンセン病回復者、原爆被爆者等に対する医療

費の助成や日常生活の支援等を実施します。
人件費5.0
指定難病医療給付費68.4

― 75.6 82.6 2給付

3060
母子保健医療事
業費

08
保健医療局
健康医務部
健康対策課

女性の健康支援事業による電話相
談件数795件
不妊・不育専門相談事業による相
談件数227件

177円 Ｃ
母子保健法及び児童福祉法の理念に基づき、妊娠・出産
期から、乳幼児・思春期における母子保健対策の充実を
図っています。

人件費　3.1
事業費　10.3

― 13.4 15.0
6行政サー
ビスその他

3090
あいち健康の森健
康科学総合セン
ター管理運営事業

08
保健医療局
健康医務部
健康対策課

健康宿泊館　宿泊者数　16,841人 214円 Ｂ
県民の健康づくりを総合的に推進する拠点施設である、あ
いち健康の森健康科学総合センターの管理運営を指定管
理者に委託しています。

人件費0.4
管理運営委託費10.４

第3期健康日本21あいち計画 18.3 18.6 3施設運営

3175
後期高齢者医療
事業

08
保健医療局
健康医務部
国民健康保険課

愛知県後期高齢者医療広域連合の
経常収支が黒字 12,612円 Ｂ

高齢者の適正な医療の確保を図るため、後期高齢者医療
制度の運営主体である愛知県後期高齢者医療広域連合及
び窓口業務を行う県内市町村に対し、助言及び財政支援を
行っております。

後期高齢者医療費負担金 751.3
後期高齢者医療保険基盤安定制度負
担金 133.4
後期高齢者医療高額医療費負担金
61.1

第4期愛知県医療費適正化計画 946.6 1,019.5 2給付
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3203 精神保健事業 08

保健医療局
健康医務部
医務課
こころの健康推進室

精神病床における１年以上長期入
院患者数
6,087人

1,166円 Ｃ 精神障害者に関する各種保健福祉施策により精神保健
サービスの充実を図ります。

人件費4.7
精神障害者自立支援医療費負担金
77.5

愛知地域保健医療計画 87.5 95.6
6行政サー
ビスその他

3205
自殺・ひきこもり対
策事業

08

保健医療局
健康医務部
医務課
こころの健康推進室

自殺対策に携わる人材（ゲートキー
パー）養成数　36,299人（累計） 66円 Ｃ

精神保健福祉センターや保健所における相談の実施、相
談に対応できる人材の養成や関係団体との連携等に関す
る事業の実施により、総合的な自殺・ひきこもり対策を推進
しております。

人件費　3.7
地域自殺対策強化事業費補助金　1.0
自殺対策人材育成・普及啓発事業費
0.1

愛知県自殺対策推進計画 4.9 6.1
6行政サー
ビスその他

3240
環境衛生指導事
業

08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

生活衛生関係営業施設における優
良施設の割合　99.7％ 196円 Ｃ

理・美容所、公衆浴場等の各生活衛生関係営業に対する
衛生指導及び営業指導並びに衛生検査所の監視・指導等
を行っています。

人件費2.5
各種営業衛生指導費0.4

― 16.4 2.8
6行政サー
ビスその他

3245
食品衛生指導事
業

08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

あいち食の安全・安心推進アクショ
ンプランにおけるA評価割合75% 141円 Ｃ

食品営業許可、食品関係営業者・施設に対する助言・監
視・指導、食品等の収去検査、食中毒調査、食肉衛生対
策、食の安全・安心の推進、調理師等試験・免許及び養成
施設に関する事業等を行っています。

人件費9.9
食品衛生監視指導費0.2
食品検査費0.3

あいち食の安全・安心推進アク
ションプラン
令和6年度愛知県食品衛生監視
指導計画

11.0 11.5
6行政サー
ビスその他

3250 獣医務事業 08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

食鳥の検査率（検査羽数÷検査対
象羽数×100）　100% 13円 Ｃ

化製場、動物処理場及び食鳥処理場に対する監視・指導、
食鳥検査、狂犬病予防対策に関する事業を行っておりま
す。

人件費0.6
食鳥処理検査指導費0.2

― 1.0 1.0
6行政サー
ビスその他

3255
動物愛護センター
管理運営事業

08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

犬及び猫の引取数　239件
殺処分数　293件 60円 Ａ 動物愛護センターの運営、動物の愛護及び管理対策に関

する事業を行っております。
人件費3.5
動物愛護センター運営費0.3

愛知県動物愛護管理推進計画 4.2 5.2
6行政サー
ビスその他

3260
衛生研究所管理
運営事業

08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

運営委員会における調査研究課題
の承認率
100％

39円 Ｂ
県民の健康と生活の安全を守るために様々な試験・検査、
調査・研究、研修・指導及び情報の収集・解析・提供を行
い、本県における公衆衛生行政の科学的・技術的中核機関
として愛知県衛生研究所の運営を行っております。

人件費 1.9
運営費 1.1

― 4.5 6.2
6行政サー
ビスその他

3265
保健所管理運営
事業

08
保健医療局
健康医務部
医療計画課

広報紙の配布率　87.3％
保健活動強化事業の実施回数　64
回

179円 Ｃ
地域保健法の規定により県が設置する保健所の管理・運
営を行っております。11保健所6保健分室2駐在の施設維持
管理等の経費、運営費、給与等人件費などを計上しており
ます。

人件費 7.1
公債費  1.0
保健所運営費　4.9

― 13.0 10.7 1組織管理

3270 試験検査事業 08
保健医療局
生活衛生部
生活衛生課

試験検査及び診断書類等発行の実
施率100％ 22円 Ｂ

地域住民、各種事業者からの依頼検査を始め、保健所にお
ける衛生行政を科学的・技術的な面から支える重要な検査
業務を行っております。

人件費 1.3
試験検査費 2.6

― 1.6 1.7
6行政サー
ビスその他

3280 医事事業 08
保健医療局
健康医務部
医務課

へき地診療所代診医派遣実施率
100％
医療に係る相談支援件数　3,687件

397円 Ｂ
医療法に基づく良質、適切な医療の確保、へき地における
医療の確保、在宅医療の推進、医師確保対策の推進に関
する事業等を行っております。

人件費4.5
へき地医療対策費補助金0.8
医療安全対策推進事業費0.4

愛知県地域保健医療計画 32.7 46.3
6行政サー
ビスその他

3300 救急医療事業 08
保健医療局
健康医務部
医務課

救命救急センター数　24か所
周産期死亡率　2.9 303円 Ｃ

救急、災害、小児及び周産期医療の円滑な提供を図るた
め、医療機関に対する補助、普及啓発、各種システムの運
営、災害に備えた研修及び訓練等を実施しております。

人件費　0.9
周産期医療対策費　4.3
広域災害救急医療情報システム運営
費　6.0
救命救急センター運営費補助金　2.5
ドクターヘリ運営費補助金　3.3

愛知県地域保健医療計画 23.2 42.0
6行政サー
ビスその他

3305
看護師等指導管
理事業

08
保健医療局
健康医務部
医務課

ナースセンター事業を通じた就業者
数
1,212人

109円 Ｃ
看護職員の養成と資質の向上、離職防止対策と再就業の
支援、看護職員確保対策を目的として、看護師等養成所の
指導事務、運営費補助、普及啓発事業等を行います。

人件費0.8
看護師等養成所運営費補助金2.6
病院内保育所運営費補助金2.0
ナースセンター費1.1

― 8.8 14.4
6行政サー
ビスその他

11 / 26 ページ



管理事業
コード

管理事業名
部局
コード

所管課室
主な成果
（R５）

県民一人当たり
コスト（R５）

自己評価
(評価調書）

事業の概要
主な事務事業（億円）

（R５）
関連する計画

R５
決算
(億円)

R６
予算
(億円)

タイプ

2024年度　管理事業評価結果一覧

3310
総合看護専門学
校管理運営事業

08
保健医療局
健康医務部
医務課

国家試験合格率
総合看護専門学校　98.3％
愛知看護専門学校　100％

85円 Ｃ 資質の高い看護師を養成するため、県立の看護師養成所
として総合看護専門学校を運営しております。

人件費5.1
総合看護専門学校管理運営費 0.4
愛知看護専門学校管理運営費 0.2

― 6.4 5.5 3施設運営

3315
医薬安全対策事
業

08
保健医療局
生活衛生部
医薬安全課

毒物劇物監視指導実施率　84.4％
薬物乱用防止被啓発者数　153,000
人

54円 Ｃ
医薬品等の安全確保対策、毒物劇物による危害防止対
策、健康危機管理対策、麻薬・覚醒剤等の薬物乱用防止対
策、血液確保対策及び骨髄バンク推進対策等の事業を
行っています。

人件費3.5
危険ドラッグ対策費0.2

― 4.2 4.8
6行政サー
ビスその他

3320
あいち健康の森薬
草園管理運営事
業

08
保健医療局
生活衛生部
医薬安全課

利用者数：41,322人
講習会等実施回数：108回 6円 Ａ

令和2年度から令和6年度までの5年間、愛知県薬剤師会・
日誠グループを『あいち健康の森薬草園』の指定管理者と
して指定し、関係法令及び協定等に基づき、薬用植物（資
料を含む）の展示、薬用植物を活用した講習やイベントの実
施、及び施設管理について委託しています。

管理運営委託費　0.2 ― 0.5 0.5 3施設運営

9027
国民健康保険事
業

08
特別
会計

保健医療局
健康医務部
国民健康保険課

国民健康保険事業特別会計の経常
収支が黒字 74,691円 Ｂ

国民健康保険事業の財政運営の責任主体として、国民健
康保険に関する特別会計を設け、安定的な財政運営を図っ
ています。

保険給付費等交付金4349.8
後期高齢者支援金886.3
介護納付金313.9

第3期愛知県国民健康保険運営
方針

5,606.0 5,667.5 2給付

3510
経済産業総務事
業

09
経済産業局
産業部
産業政策課

― 38円 －
中小企業の振興や勤労者福祉の推進などの事務を円滑に
行うため、経済産業局及び労働局内の総務・人事・経理等
に関する事務を行っています。

人件費　2.7 ― 4.8 4.0 1組織管理

3520
経済労働企画調
整事業

09
経済産業局
産業部
産業政策課

産業労働計画推進・策定委員会及
び地域産業労働会議の開催
委員会　1回
地域会議　6回

8円 Ｃ
産業労働施策の普及や関連情報を提供する広報業務のほ
か、経済労働計画に係る一連の取組や、産業労働施策に
関する地域へのヒアリングを行っています。

人件費 0.6
あいち経済労働ビジョン2021-
2025

0.6 0.8 1組織管理

3525
あいち・ウーマノミ
クス推進事業

09
経済産業局
産業部
産業政策課

あいち・ウーマノミクス研究会の開
催
女性雇用促進グループ　1回

2円 Ｃ 女性起業家の育成や女性の雇用拡大を促進するための事
業を実施しています。

あいち･ウーマノミクス推進事業費 0.1
あいち経済労働ビジョン2021-
2025

0.2 0.2
6行政サー
ビスその他

3530
産業労働センター
整備・運営事業

09
経済産業局
産業部
産業政策課

施設利用率　81％ 45円 Ｂ 産業労働センター（ウインクあいち）の整備・運営をPFI手法
により実施しています。

人件費0.2
産業労働センター整備・運営事業費3.7

― 8.3 7.4 3施設運営

3531
革新事業創造戦
略事業費

09
経済産業局
革新事業創造部
イノベーション企画課

あいちデジタルヘルスプロジェクト
の参画機関数　51者 73円 Ａ

産学官金の多様な主体からの提案を起点とした社会課題
の解決と地域課題の活性化を目指す官民連携プロジェクト
の創出を図る「革新事業創造戦略」の策定、提案を受け付
けるプラットフォームの構築等を実施しています。

人件費1.4
革新事業創造戦略
あいちオレンジタウン構想

4.2 8.3
6行政サー
ビスその他

3532
ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉプロ
ジェクト推進事業

09
経済産業局
革新事業創造部
スタートアップ推進課

スタートアップと様々なプレーヤー
間の共創による新規事業開発件数
113 件

240円 Ａ
スタートアップを起爆剤としたイノベーションの推進のため、
STATION Aiの整備に係る事業、及びPRE-STATION Ai事
業を始めとしたスタートアップ支援施策を実施しています。

人件費 3.4
STATION Ａｉ管理運営事業費 430
あいち創業館管理運営事業費　0
PRE-STATION Ａｉ事業費　3 .7
海外スタートアップ支援機関連携推進
事業費 4.8
スタートアップ支援事業費 3.0
STATION Aiパートナー拠点事業費 0.6

Aichi-Startup戦略【2023年度改
訂版】

59.0 132.4
6行政サー
ビスその他

3535 経営支援事業 09
経済産業局
中小企業部
中小企業金融課

課題解決提案件数　3,397件 464円 Ｂ
商工会、商工会議所及び愛知県商工会連合会が行う経営
改善普及事業等に対して補助することにより、小規模事業
者の経営基盤の強化を図るほか、愛知県中小企業団体中
央会に対して補助することにより、中小企業の組織化等の
推進を図っています。

小規模事業経営支援事業費補助金
31.5

― 34.8 37.5
6行政サー
ビスその他
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3537
サービス産業振興
事業

09
経済産業局
中小企業部
商業流通課

ポータルサイトアクセス件数　17,695
件 1円 Ａ

サービス産業事業者の生産性向上を支援するため、成功
事例の表彰や、専用ポータルサイトにより情報発信を行っ
ています。

人件費0.1
あいち経済労働ビジョン2021-
2025

0.1 0.1
6行政サー
ビスその他

3540 商業振興事業 09
経済産業局
中小企業部
商業流通課

商店街指導対象者の満足度96.5% 170円 Ａ
商業・サービス業の振興に関すること、中心市街地活性化
に関すること、大規模小売店舗に関することなどを実施して
います。

人件費2.0
げんき商店街推進事業費補助金7.7
商業振興事業費補助金1.6

あいち商店街活性化プラン2025 13.1 12.6
6行政サー
ビスその他

3550
運輸事業振興助
成事業

09
経済産業局
中小企業部
商業流通課

バス・トラック1,000台あたり重大事
故発生数3件 186円 Ｃ

運輸事業の振興の助成に関する法律に基づき、バス・トラッ
クの輸送力の確保、輸送サービスの改善及び向上、公害の
防止、地球温暖化の防止等の事業に対する助成を行って
います。

人件費0.2
運輸事業振興助成事業費12.9
事務費1.8
愛知県貨物自動車運送事業者燃油価
格高騰対策支援金20.4

― 14.0 14.0 2給付

3560
産業立地推進事
業

09
経済産業局
産業部
産業立地通商課

企業立地件数の全国に占める本県
の割合8.3% 25円 Ｃ

企業からの相談対応や用地紹介、首都圏及び関西圏での
セミナー開催等を通じ、外資系を含めた企業を県内に誘致
するとともに、県内企業の再投資を促進する事業を、諸団
体とも連携して実施しています。

人件費 1.7
戦略的産業立地推進事業費 0.6

愛知・名古屋産業立地推進プラ
ン

1.9 2.2
6行政サー
ビスその他

3570
産業空洞化対策
減税基金事業

09
経済産業局
産業部
産業政策課

次世代産業における企業立地件数
23件
研究開発補助金における商品化件
数　28件

712円 Ｃ
産業空洞化対策減税基金の積立、県外企業の新規立地や
県内企業の再投資及び企業が行う研究開発等に対して補
助金を交付する事業を実施しています。

人件費 0.5
産業空洞化対策減税基金新規積立金
40.2
新あいち創造産業立地補助金 28.6
21世紀高度先端産業立地補助金 6.4
新あいち創造研究開発補助金 7.6

愛知・名古屋産業立地推進プラ
ン

83.3 107.8
6行政サー
ビスその他

3580
地域産業振興事
業

09
経済産業局
産業部
産業振興課

愛知ブランドWebページによる国内
外への情報発信ページビュー件数
114,224,512件

195円 Ｃ
地場産業・伝統的工芸品産業の振興に関すること、愛知ブ
ランド発信事業に関すること、地域資源を活用した事業展
開の支援に関することなどを実施しています。

人件費 1.1
地場産業振興対策費 1.3

東三河振興ビジョン 1.5 2.4
6行政サー
ビスその他

3590
次世代産業振興
事業

09

経済産業局
産業部
産業振興課
次世代産業室

ロボット産業振興にかかる講演会・
セミナー等参加人数　395人 161円 Ａ

次世代自動車、航空宇宙、ロボット産業等の分野におい
て、参入を促すセミナーの開催やマッチング機会の提供、
人材育成研修の実施等を通じて、中堅・中小企業等の取組
を支援することにより、次世代産業の育成・振興を図ってい
ます。

人件費 3.2
自動運転実証推進事業費 1.2
航空宇宙産業振興事業費 1.0
高校生ロボットシステムインテグレー
ション競技会開催費 0.6
デジタル技術活用促進事業費 0.6
あいちデジタルアイランドプロジェクト推
進事業費 2.0
グローバル・インダストリー日本版開催
支援事業費 1.0
新あいち創造研究開発成果展示会開
催費 0.7

あいち自動車産業アクションプラ
ン

11.4 11.4
6行政サー
ビスその他

3600
愛知県飛行研究セ
ンター管理運営事
業

09
経済産業局
産業部
産業振興課

連絡協議会の開催回数　2回 4円 Ｂ
実験用航空機「飛翔」による飛行実証実験の用に供するた
め、(国研)宇宙航空研究開発機構(JAXA)の入居する当セ
ンターの管理運営を行うとともに、産学行政連携による研究
開発、情報発信、人材育成等を推進しています。

人件費 0.1 ― 0.2 0.6
6行政サー
ビスその他

3610
産業科学技術推
進事業

09
経済産業局
産業部
産業科学技術課

県主催の科学技術・知的財産関連
イベント参加者数2,907人 332円 Ｃ

産業技術の振興、科学技術の振興、新エネルギー関連産
業の振興、産業デザインの振興、知的財産権の活用・保護
に関する事業を行っています。

人件費 3.5  　公債費 2.4
重点研究プロジェクト推進事業費 10.9
あいちシンクロトロン光センター運営円
滑化支援費 運営費補助金 3.7
水素ステーション整備促進事業費補助
金 3.8

あいち科学技術・知的財産アク
ションプラン2025

27.8 29.7
6行政サー
ビスその他

3620
実証研究エリア管
理運営事業

09
経済産業局
産業部
産業科学技術課

実証研究エリアにおける実証研究
の新規実施1件 4円 Ｂ

新エネルギーなど次世代成長産業分野等における実証研
究の場である「実証研究エリア」の運営を通じて、企業によ
る最先端の技術を活かした新たな実証研究を推進するとと
もに、県民の次世代成長産業に対する理解度の向上を図り
ます。

人件費 0.2  　公債費 0.3
あいち科学技術・知的財産アク
ションプラン2025

0.6 0.6
6行政サー
ビスその他

3625
中小企業特別高
圧電力価格高騰
対策支援金

09
経済産業局
産業部
産業政策課

― 229円 －
特別高圧電力の価格高騰の影響を受け、厳しい状況にあ
る中小企業者に対し、負担軽減のための支援金を交付して
います。

― ― 17.2 0.0 2給付
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3630
中小企業金融対
策事業

09
経済産業局
中小企業部
中小企業金融課

制度融資実績　3,838億円 2,149円 Ｂ
県内中小企業者に対する金融の円滑化を図るため、愛知
県信用保証協会の保証付き融資等の制度融資を実施して
います（金融機関への預託、愛知県信用保証協会への損
失補償、金融相談業務等）。

人件費 1.2  、公債費 0.8
経済環境適応資金貸付金 1,180.0
小規模企業等振興資金貸付金 320.0
一般事業資金貸付金 276.0
中小企業組織強化資金貸付金 18.0

― 1,940.6 1,829.0 5融資

3640
中小企業支援事
業

09
経済産業局
中小企業部
中小企業金融課

マネージャーによる中小企業支援
の満足度　100％ 66円 Ａ

公益財団法人あいち産業振興機構に補助することにより、
創業支援及び経営・技術面の相談等の支援を総合的に実
施しています。

人件費 0.7
中小企業総合支援事業費補助金 4.3

― 5.0 4.9
6行政サー
ビスその他

3650 貿易振興事業 09
経済産業局
産業部
産業立地通商課

県内企業のアジア地域への進出企
業数　1,884企業 33円 Ａ

海外産業情報センターの設置による対日投資の促進や情
報収集・提供等のほか、海外進出企業のための現地サ
ポートデスクの設置や海外展示会への出展支援等を通じ、
アジア等との経済交流や取引の拡大を図る事業を実施して
います。

人件費 1.0
海外産業情報センター運営費 0.9

あいち国際戦略プラン2027 2.5 2.9
6行政サー
ビスその他

3660
計量センター管理
運営事業

09
経済産業局
中小企業部
商業流通課

立入検査数　272,205件 20円 Ｃ
計量法に基づく届出・登録・指定制度の円滑な運用、計量
器の検定や定期検査、立入検査の実施などを行っていま
す。

人件費1.1
計量器定期検査業務委託費0.2

― 1.5 1.7
6行政サー
ビスその他

3670
あいち産業科学技
術総合センター管
理運営事業

09
経済産業局
産業部
産業科学技術課

技術相談・指導件数
47,701件 428円 Ｂ

「知の拠点あいち」において、高度計測分析機器による依頼
試験や研究成果の活用支援等を行っています。また、県内
各地の技術センター及び試験場において、地域の中小企
業等への総合的な技術支援を行っています。

人件費 16.7   公債費 6.2
運営費 6.0
研究開発推進費 4.0
施設設備整備費 3.8

あいち科学技術・知的財産アク
ションプラン2025

36.8 43.1
6行政サー
ビスその他

3680
技術開発交流セン
ター管理運営事業

09
経済産業局
産業部
産業科学技術課

施設利用料収入
12,236千円 8円 Ｂ

中小企業の研究開発、技術交流、情報収集、人材育成など
の取組を支援する開放型施設として、ホール、会議室、研
修室などを備えた愛知県技術開発交流センターの管理運
営を行っています。

人件費 0.1   　公債費 0.5
技術開発交流センター管理運営事業費
0.3

― 0.9 0.6 3施設運営

9040
中小企業設備導
入資金事業

09
特別
会計

経済産業局
中小企業部
中小企業金融課

貸付実績　350,261千円 92円 Ｄ
小規模企業者等の設備導入を支援するため、公益財団法
人あいち産業振興機構が行う設備貸与事業の実施に必要
な資金の貸付、中小企業設備近代化資金貸付金の債権管
理、中小企業高度化資金貸付金の貸付・債権管理等を実
施しています。

公債費3.4
一般会計繰出金4.2
設備貸与事業費貸付金2.9
小規模企業者等設備導入資金貸付金
返還金1

― 12.2 21.8 5融資

3705 労働総務事業 10
労働局
労働福祉課

― 21円 － 勤労者福祉の推進などの事務を円滑に行うため、労働局内
の総務、人事、経理等に関する事務を行っています。

人件費 1.5 ― 1.6 1.3 1組織管理

3710
勤労者福祉推進
事業

10
労働局
労働福祉課

愛知県ファミリー・フレンドリー企業
新規登録数　99社 180円 Ｃ

勤労者が安心して仕事と生活の調和のとれた働き方ができ
るよう勤労者福祉の向上を図るとともに、労働環境の改善・
整備促進を行っています。

人件費 3.9
労働総合支援事業費 1.3
愛知県労働協会補助金 1.2

あいちワーク・ライフ・バランス行
動計画2021-2025

13.7 18.3
6行政サー
ビスその他

3720
勤労福祉施設管
理運営事業

10
労働局
労働福祉課

愛知勤労身体障害者体育館施設利
用者数
10,107人

9円 Ｂ
勤労者等の余暇活動促進のため、勤労福祉施設の管理運
営を指定管理者に行わせるとともに、施設の利用向上及び
適切な管理運営を推進するため、管理指導及び設備の修
繕を行っています。

人件費 0.3
愛知勤労身体障害者体育館管理運営
委託費 0.2

― 0.7 0.8 3施設運営

3730 雇用対策事業 10
労働局
就業促進課

ヤング･ジョブ・あいち利用者の就職
者数　5,245人
県内シルバー人材センター登録会
員の就業率　84.2％

79円 Ｃ 若年者、中高年齢者、障害者等の雇用促進を図るため、さ
まざまな就労支援施策を実施しています。

人件費 2.1
UIJターン促進事業費 0.3
障害者雇用促進対策費 0.7

― 6.1 7.2
6行政サー
ビスその他

3740
職業能力開発事
業

10
労働局
産業人材育成課

技能検定合格者数　6,673人 99円 Ｄ
職業能力開発並びに技能振興を推進し、技能に対する社
会的評価・社会的地位の向上を図るため、技能検定の実施
や事業主等の行う認定職業訓練に対する補助、優秀な技
能者の表彰などの事業を実施しています。

人件費　3.0
認定訓練助成事業費補助金　0.4
愛知県職業能力開発協会補助金　1.0

第11次愛知県職業能力開発計
画

7.0 9.2
6行政サー
ビスその他
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3750
技術専門校等管
理運営事業

10
労働局
産業人材育成課

普通課程の普通職業訓練修了者の
就職率　96％ 331円 Ｂ

県立高等技術専門校において、普通課程訓練、離転職者
訓練、雇用セーフティネット対策訓練、在職者訓練を実施
し、愛知障害者職業能力開発校において、障害のある方を
対象にした施設内訓練、委託訓練を実施しています。

人件費　9.6
普通課程訓練費　0.7
短期課程訓練費　9.7
障害者職業訓練費　2.1

第11次愛知県職業能力開発計
画

30.7 47.1 3施設運営

1015 観光総務事業 11
観光コンベンション局
観光振興課

― 13円 － 観光コンベンション局の行政運営の管理、人事、予算経
理、広報広聴等に関する事務を行っています。

人件費　0.9
公債費　0
管理事務費　0.3

― 0.9 1.1 1組織管理

1053
愛知県国際展示
場管理運営事業

11
観光コンベンション局
国際観光コンベンション課
国際展示場室

月1回のモニタリング実施
年1回の第三者機関による会議を開
催

235円 Ｂ
国際展示場を管理し、新たな交流による新産業の創出や既
存産業の充実など、本県産業基盤の強化を進める事業を
行っています。

人件費　1.0
公債費　22.4
管理運営費　0.2

あいち観光戦略2024-2026 23.6 24.4 3施設運営

1140 観光振興事業 11
観光コンベンション局
観光振興課

観光消費額：1兆255億円 875円 Ｃ
観光の振興に関する施策の企画及び調査、国内観光事業
の振興、観光情報の収集・提供、旅行業の登録等の事業を
行っています。

人件費　1.7
公債費　0.4
観光地域活性化支援事業費　1.4
ジブリパーク周遊観光促進事業費　1.4
大河ドラマ活用誘客促進事業費　1.0

あいち観光戦略2024-2026 65.8 8.0
6行政サー
ビスその他

1150
国際観光コンベン
ション推進事業

11
観光コンベンション局
国際観光コンベンション課

外国人観光消費額：1,173億円 77円 Ｄ
外国人観光客の誘客、大規模なイベント・コンベンションの
誘致、海外向け観光情報の提供、全国通訳案内士の登録
等の事業を行っています。

人件費　1.8
公債費　0.4
ハート・オブ・ジャパン誘客促進事業費
0.4
展示会産業振興基金事業費　1.0

あいち観光戦略2024-2026 6.1 7.2
6行政サー
ビスその他

1160
犬山国際ユースホ
ステル管理運営委
託事業

11
観光コンベンション局
観光振興課

施設利用率：22.2% 3円 Ｄ
国内外からの観光旅行者等の宿泊・レクリエーションの場と
して利用されている犬山国際ユースホステルについて、指
定管理者制度を導入することにより、円滑で効率的な管理
運営体制の維持を図っています。

人件費　0.1
公債費　0.3
犬山国際ユースホステル管理運営事業
0.1

あいち観光戦略2024-2026 0.4 0.2 3施設運営

4010 農業総務事業 12
農業水産局
農政部
農政課

― 50円 －
農業水産局全般に関する政策の調整、行政運営の管理、
職員の人事、表彰、予算編成、経理・決算等の事務を行っ
ています。

人件費　4.0
管理事務費　0.2

食と緑の基本計画2025 3.9 4.2 1組織管理

4015
農林水産事務所
管理運営事業

12
農業水産局
農政部
農政課

― 98円 －
農林水産事務所における文書及び公印の管理、職員の人
事及び福利厚生、庶務、予算・経理、公有財産・物品の保
全管理等の事務を行っています。

人件費 6.4
運営費 0.6

食と緑の基本計画2025 7.3 7.6 1組織管理

4020
農林漁業企画調
査事業

12
農業水産局
農政部
農政課

県等が実施するイベントや農林漁
業体験の参加者数
168千人

36円 Ｃ
「食と緑の基本計画2025」の進行管理、農林水産業の調
査・広報、農林漁業関係の人権問題の啓発推進、試験研究
の調整・連携推進、地産地消流通網構築の推進、半農半Ｘ
の推進等の事業を行っています。

人件費1.1、
あいち農業イノベーションプロジェクト推
進費1.5
地産地消流通網構築事業費0.1

食と緑の基本計画2025 2.8 2.6
6行政サー
ビスその他

4030
食育消費流通事
業

12
農業水産局
農政部
食育消費流通課

食育推進ボランティアから食育を学
んだ人数
　45千人

74円 Ｄ
地方卸売市場の指導監督、農林水産物の輸出、食育の推
進、食品表示の適正化、地産地消、６次産業化などに関す
る事業を行っています。

人件費 2.6
6次産業化支援事業費　0.8
食育全国大会開催費　0.7

あいち食育いきいきプラン2025 5.6 10.2
6行政サー
ビスその他

4040 農業振興事業 12
農業水産局
農政部
農業振興課

遊休農地の解消面積　182ha/年 258円 Ｃ
農業共済団体の監督指導、農地の管理・保全等、農地中間
管理事業、農村における農林水産業の振興事業、野生イノ
シシの捕獲及び経口ワクチンの散布に関する事業を行って
います。

人件費　8.0　公債費　0.6
鳥獣害防止総合対策事業費補助金
2.3
農業委員会交付金　2.3

― 20.1 25.7
6行政サー
ビスその他

4050
農業協同組合指
導事業

12

農業水産局
農政部
農政課
組合検査指導室

検査実施組合
・農業協同組合　　21組合
・森林組合　　　　　3組合
・漁業協同組合　　35組合

31円 Ｂ
農業協同組合等の業務と会計の状況について検査を行
い、その運営が法令を遵守し適正に実施されるよう指導監
督を行っています。

人件費　2.0
公債費　0.1

― 2.1 2.1
6行政サー
ビスその他
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4060
農業改良普及事
業

12
農業水産局
農政部
農業経営課

1年間の新規就農者数 198人 375円 Ｄ
「協同農業普及事業の実施に関する方針」に基づいて「意
欲ある担い手の確保・育成」「産地の収益力向上に向けた
取組の支援」「環境と安全に配慮した農業の推進」「活力あ
る地域づくりに向けた取組の支援」等の普及事業を行って
います。

人件費 18.4
農業人材力強化総合支援事業費 5.1
農作物病害虫防除事業費 0.4
環境保全型農業直接支援対策費 0.3

食と緑の基本計画2025 28.2 33.4
6行政サー
ビスその他

4070
農業大学校管理
運営事業

12
農業水産局
農政部
農業経営課

1年間の新規就農者数198人 155円 Ｃ
農業技術の高度化、農業経営の専門化など、時代の要請
に即応した資質の高い農業後継者の養成や、農業を担うべ
き者及び一般県民等に対して必要な農業研修を行うととも
に、実践教育施設の整備を進めています。

人件費4.3、公債費1.2
学習ほ場管理運営費0.8

食と緑の基本計画2025 14.2 8.3 3施設運営

4080
農業総合試験場
管理運営事業

12
農業水産局
農政部
農業経営課

品種開発　1件
技術開発　9件 375円 Ｂ

農業総合試験場の施設の整備及び運営、作物・園芸・畜
産・病害虫・経営環境・生物工学など農業に関する試験研
究及びその企画・調整、研究成果の普及・指導、原種・種苗
の生産及び配布などを行っています。

人件費 18.7　公債費 3.0
運営費 1.8
産学官連携試験研究費　0.4
畜産技術試験研究費 1.2
施設設備整備費 9.5

愛知県農林水産業の試験研究
基本計画

35.0 44.7
6行政サー
ビスその他

4090
農林金融対策事
業

12
農業水産局
農政部
農業経営課

貸倒引当率　0% 21円 Ｃ
農業者等の資本装備の高度化、近代化や経営感覚に優れ
た効率的かつ安定的な農業経営体、青年農業者等の育成
のため、利子補給や資金の融通等を行っています。

農業経営改善促進資金貸付金 2.4
農業近代化資金利子補給補助金 0.7

― 3.9 4.7 5融資

4100 農作物対策事業 12
農業水産局
農政部
園芸農産課

野菜指定産地数　32産地 644円 Ｃ 野菜・果樹、花き、稲・麦・大豆及び茶、たばこ等の特用作
物の生産並びに出荷に関する事業などを行っています。

人件費4.8、公債費0.2
水田農業経営所得安定対策推進費8.0
施設園芸用燃油価格高騰対策支援金
8.8

食と緑の基本計画2025 48.3 22.2
6行政サー
ビスその他

4120 畜産振興事業 12
農業水産局
畜産課

一戸あたり飼養頭（羽）数
・豚 2,237頭
・鶏 58.8千羽

546円 Ｃ
酪農・肉用牛・養豚・養鶏・小家畜の振興、牧草・飼料作物
の栽培利用、畜産環境保全、畜産生産基盤強化、畜産物
の流通対策、競馬事業の調整等に関する事業を行っていま
す。

人件費2.3　公債費0.7
畜産生産基盤対策費1.1
配合飼料価格高騰対策支援金21.2
粗飼料価格高騰対策支援金5.8

食と緑の基本計画2025
愛知県酪農・肉用牛生産近代化
計画

41.5 3.8
6行政サー
ビスその他

4130
畜産総合センター
管理運営事業

12
農業水産局
畜産課

一戸あたり飼養頭（羽）数
・豚 2,237頭
・鶏 58.8千羽

213円 Ｃ
種畜等の増殖、育成及び譲渡、種畜の能力の検定、飼料
作物の生産、家畜の人工妊娠、畜産技術の研修及び指
導、畜産に関する知識の普及啓発、畜産技術練習生の養
成を行っています。

人件費6.2　公債費1.7
豚舎整備費2.3　種鶏場整備費0.3
畜産総合センター管理運営事業費運営
費0.5　畜産総合センター管理運営事業
費業務費3.7

食と緑の基本計画2025
愛知県酪農・肉用牛生産近代化
計画

14.8 18.7
6行政サー
ビスその他

4140
家畜保健衛生事
業

12
農業水産局
畜産課
家畜防疫対策室

畜産農家に対する飼養衛生管理基
準の遵守指導実施率　100％ 165円 Ｂ

家畜伝染病の予防、畜産関係者に対する飼養衛生管理指
導、動物薬事及び獣医事に関すること、これらを実施する
家畜保健衛生所の運営に関する事業を行っています。

人件費8.1　公債費0.2
家畜伝染病予防費0.3
豚熱対策費1.2
家畜保健衛生所費施設設備整備費3.3

食と緑の基本計画2025 13.5 11.9
6行政サー
ビスその他

4320 水産業総務事業 12
農業水産局
水産課

諮問・答申22件、指示7件 6円 Ｃ
水産行政の円滑な運営に資するため、海区漁業調整委員
会委員及び内水面漁場管理委員会委員の人件費、水産業
振興対策を推進するための嘱託員の報酬の執行を行って
います。

人件費0.4、事業費0.01 ― 0.4 0.4 1組織管理

4330 水産業振興事業 12
農業水産局
水産課

漁業生産量 5万トン
漁業生産基盤の整備箇所数 5か所 251円 Ｄ

水産業の振興に資するため、漁場の整備、共同利用施設
や漁港の整備に対する助成、漁業者に対する支援指導、
漁業金融対策（漁業振興資金貸付金等）などの事業を行っ
ています。

水産業強化対策整備事業費1.7
あさりとさかな漁場総合整備事業費4.9
貝類増殖場造成事業費1.8

食と緑の基本計画2025
愛知県漁業振興計画

23.5 21.0
6行政サー
ビスその他

4340
栽培漁業センター
管理運営事業

12
農業水産局
水産課

種苗生産尾数　31,648.0千尾 66円 Ｃ
栽培漁業の推進により資源の維持・増大を図るため、公益
財団法人愛知県水産業振興基金に種苗生産を業務委託す
るとともに、栽培漁業センターの施設維持管理を行っていま
す。

人件費0.9
運営委託費 1.1
施設設備整備費　6.8

水産動物の種苗生産及び放流
並びに水産動物の育成に関する
基本計画

9.0 3.7
6行政サー
ビスその他

4350 漁業調整事業 12
農業水産局
水産課

漁業取締船運航日数（2隻の延べ運
航日数）
281日

28円 Ｃ
水産資源の持続的な利用を推進するため、漁業取締船に
よる漁業者等の指導取締、漁場利用の調整、漁業権の免
許、漁業の許可、漁船の登録などを行っています。

人件費1.7　公債費0.2
漁業取締費 1.5
漁業無線局整備事業費補助金 0.1

― 2.2 3.0
6行政サー
ビスその他
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4360
水産試験場管理
運営事業

12
農業水産局
水産課

研究成果公表数　12件 97円 Ｂ
水産試験場において、ノリ、アサリ、ウナギなどの増養殖技
術の開発、イカナゴ、シャコなどの資源管理技術の開発、内
湾の漁場環境に関する調査研究、海域情報施設の整備、
研究施設の維持管理などを行っています。

人件費3.9　公債費2.4
運営費0.8
試験費1.0

食と緑の基本計画2025
愛知県農林水産業の試験研究
基本計画2025
愛知県漁業振興計画

8.0 11.9
6行政サー
ビスその他

4440
農林水産共同利
用施設災害復旧
事業

12

農業水産局
農政部
農政課
組合検査指導室

― 1円 － 異常な自然災害により被災した農林水産業共同利用施設
の復旧に対する助成を行っています。

― ― 0.0 0.0 4インフラ

9050
就農支援資金事
業

12
特別
会計

農業水産局
農政部
農業経営課

貸倒引当率　0% 4円 Ｃ
農業経営の新たな担い手を確保していくため、青年農業者
等の新規就農者に対して経営の開始に必要な施設、機械
又は資材の購入に必要な経費を融通した資金等の管理を
行っています。

県債元金償還金0.６ ― 0.9 0.6 5融資

9100
沿岸漁業改善資
金事業

12
特別
会計

農業水産局
水産課

約定償還の遅延　0件
貸倒引当率　0% 1円 Ｂ

沿岸漁業者の経営の改善を支援するため、無利子資金（経
営等改善資金、生活改善資金、青年漁業者等養成確保資
金）の貸付事業などを行っています。

業務運営費　0.001 ― 0.0 1.0 5融資

4155
土地改良総務事
業

13
農林基盤局
農地部
農林総務課

― 46円 －
農林基盤局全般に関する政策の調整、行政運営の管理、
職員の人事、表彰、予算編成、経理・契約等の事務を行っ
ています。

人件費 3.1
運営委託費 0.4

― 3.5 3.5 1組織管理

4160 土地改良事業 13
農林基盤局
農地部
農地整備課

農地や農業水利施設等の整備・更
新面積
2,606ha

1,759円 Ｂ
農業用水を安定供給するための用水路の整備、営農条件
を改善するための農地の大区画化や汎用化、農産物など
を運搬するための農業用道路の整備・保全、農村の環境整
備などを行っています。

人件費 6.4　公債費 53.2
経営体育成基盤整備事業費 19.0
農業水利施設保全対策事業費 6.2
土地改良事業費補助金  22.8

食と緑の基本計画2025 181.4 169.8 4インフラ

4170 農地防災事業 13
農林基盤局
農地部
農地整備課

農山村地域の防災・減災対策面積
492ha 2,685円 Ｂ

農地や農業用施設等を豪雨、大規模地震などの自然災害
から守るための農業用排水機場や排水路、ため池等の整
備などを行っています。

人件費 6.0  公債費 48.1
たん水防除事業費 50.5
地盤沈下対策事業費 19.0
排水事業費 17.0

食と緑の基本計画2025 256.9 220.6 4インフラ

4180 土地改良諸事業 13
農林基盤局
農地部
農地計画課

地域ぐるみで農村の活性化を図る
活動組織の活動計画面積
34,208ha

878円 Ｂ
大規模農業水利施設等の管理、生産性向上のための農業
生産基盤整備、農地・農業用施設の被害防止及び環境と
の調和に配慮した農地等の調査・計画・調整を行っていま
す。

人件費 11.4
直轄土地改良事業費県負担金 21.5
農業農村多面的機能支払事業費交付
金 14.2
矢作川利水総合管理費 5.4

― 113.7 92.7 4インフラ

4190 木曽川用水事業 13
農林基盤局
農地部
農地計画課

用水供給を停止した日
0日 81円 Ｃ

木曽川用水の安定供給に係る関係機関との調整、独立行
政法人水資源機構が実施する木曽川用水濃尾第二施設改
築事業の受託施行を行うとともに、木曽川用水施設の管理
に係る費用の一部を負担しています。

人件費　1.0
木曽川用水受託事業支線水路事業費
3.6
木曽川用水施設管理費負担金　0.5

― 9.2 10.1 4インフラ

4200 豊川用水事業 13
農林基盤局
農地部
農地計画課

用水供給を停止した日
0日 185円 Ｂ

豊川用水の安定供給に係る関係機関との調整、独立行政
法人水資源機構が実施する豊川用水二期事業の受託施行
を行うとともに、豊川用水に係る独立行政法人水資源機構
営事業に要した費用及び豊川用水施設の管理に係る費用
の一部を負担しています。

人件費 0.8
豊川用水二期事業費負担金 30.0
豊川用水二期受託事業支線水路事業
費 3.5
豊川用水施設管理費負担金  1.7

― 43.6 33.5 4インフラ

4210 愛知用水事業 13
農林基盤局
農地部
農地計画課

用水供給を停止した日
0日 322円 Ｂ

愛知用水の安定供給に係る関係機関との調整を行うととも
に、愛知用水に係る独立行政法人水資源機構営事業に要
した費用及び愛知用水施設の管理に係る費用の一部を負
担しています。

人件費　0.3
愛知用水事業費負担金　53.9
愛知用水施設管理費負担金　2.3

― 57.0 51.0 4インフラ

4230 林業振興事業 13
農林基盤局
林務部
林務課

県産木材生産量 17.1万ｍ3
新規林業就業者数 43人
森林経営計画の新規認定面積
1,401ha

236円 Ｃ
循環型林業の推進と林業生産性の向上、木材利用の推進
等により林業の振興を図るため、森林計画の変更、木材の
生産・加工・流通の合理化に対する支援、林業労働力の確
保・育成、スマート林業の推進、林業技術の改良普及、森
林組合等の指導、林業金融などを行っています。

人件費 6.4
次世代林業基盤づくり事業 2.3
森林環境譲与税基金積立金 1.8
県有林野特別会計繰出金 6.2

食と緑の基本計画2025 21.9 21.5
6行政サー
ビスその他

17 / 26 ページ



管理事業
コード

管理事業名
部局
コード

所管課室
主な成果
（R５）

県民一人当たり
コスト（R５）

自己評価
(評価調書）

事業の概要
主な事務事業（億円）

（R５）
関連する計画

R５
決算
(億円)

R６
予算
(億円)

タイプ

2024年度　管理事業評価結果一覧

4240 林道事業 13
農林基盤局
林務部
森林保全課

林道の整備・保全延長
15.8ｋｍ 230円 Ｂ

適正な森林整備の促進や林業生産性の向上を図るととも
に、農山村地域の道路網を保管するため、林道の開設、改
良及び舗装等を行っています。

人件費1.4
公債費9.8
公共林道事業費7.3
小規模林道事業費補助金4.1

食と緑の基本計画2025 26.4 21.8 4インフラ

4250 造林事業 13
農林基盤局
林務部
森林保全課

間伐の実施　2,216ha 58円 Ｄ
県土の保全、水源のかん養、地球温暖化の防止等の多面
的機能を持続的に発揮する健全な森林を育成するために、
森林組合等の実施する造林・間伐等の森林整備に対する
助成等を行っています。

人件費 1.5
造林事業費補助 2.2
分収造林事業費 0.6
木曽三川水源造成公社事業費貸付金
1.3

食と緑の基本計画2025 14.0 7.7 4インフラ

4260 治山事業 13
農林基盤局
林務部
森林保全課

山地災害に対する防災機能の向上
が図られる面積
401ha

837円 Ｃ
山地災害から県民の生命・財産を守るための治山施設の
整備の推進、「あいち森と緑づくり税」を活用した人工林・里
山林の整備・保全の推進などを行っています。

人件費 7.5
治山施設費 19.1
小規模治山施設費 15.0
あいち森と緑づくり基金積立金新規積
立金 24.4
あいち森と緑づくり事業費人工林整備
事業費 14.9

食と緑の基本計画2025
あいち森と緑づくり事業計画

117.4 115.3 4インフラ

4270
あいち海上の森セ
ンター管理運営事
業

13
農林基盤局
林務部
森林保全課

施設来場者数　15,818人 24円 Ｄ
愛知万博記念の森として海上の森を保全するとともに、県
民参加による森づくり活動、人と自然の共生を推進する指
導者の養成等を行っています。

人件費 0.8 食と緑の基本計画2025 1.7 1.9 3施設運営

4280 緑化推進事業 13
農林基盤局
林務部
森林保全課

県植樹祭の開催
1地区 5円 Ｂ 県民の緑化意識の高揚と緑化の推進を図るため、緑化に

関する普及啓発、緑化木の生産振興などを行っています。
人件費0.4 食と緑の基本計画2025 0.4 1.0

6行政サー
ビスその他

4290
緑化センター管理
運営事業

13
農林基盤局
林務部
森林保全課

施設利用者数　817,600人 30円 Ｃ
緑化に関する資料の展示、相談及び研修を行うための緑化
センター、及び野外レクリエーションを楽しむための昭和の
森の施設の運営管理を行っています。

人件費0.2
運営委託費1.8

食と緑の基本計画2025 2.8 4.1 3施設運営

4300
植木センター管理
運営事業

13
農林基盤局
林務部
森林保全課

研修受講者数　1,574人 11円 Ｃ
緑化用樹木の生産振興と生産技術の向上を目指した研修
を行い、併せて、緑化用樹木の生産技術に関する調査研究
等を行うことを目的とした植木センターの運営管理を行って
います。

人件費 0.2
運営委託費 0.6

食と緑の基本計画2025 0.8 0.9 3施設運営

4310
森林・林業技術セ
ンター管理運営事
業

13
農林基盤局
林務部
林務課

試験研修課題数
10課題 33円 Ｂ

森林や林業・木材産業に関する総合的な試験研究、林業従
事者等の研修・指導、優良林業種苗の養成を行っていま
す。

人件費 1.8
公債費 0.3

食と緑の基本計画2025 2.7 2.9
6行政サー
ビスその他

4410
農地施設災害復
旧事業

13
農林基盤局
農地部
農地整備課

― 1円 －
暴風、洪水、高潮、地すべり、地震、その他の異常な天然
現象により被災した農地及び農業用施設の災害復旧事業
を行っています。

人件費 0.1 ― 1.1 2.2 4インフラ

4420
災害林道復旧事
業

13
農林基盤局
林務部
森林保全課

― 1円 － 林道施設災害が発生した場合に、安全な通行の確保を図
るため、災害林道復旧事業を行っています。

人件費0.1 ― 0.0 0.1 4インフラ

4430
災害荒廃地復旧
事業

13
農林基盤局
林務部
森林保全課

― 1円 －
山地災害が発生した場合に、二次災害を防止し、住民の人
命・財産を守るため、災害関連緊急治山事業を行っていま
す。

人件費 0.1
現年災害荒廃地復旧費 0.1

― 0.3 0.7 4インフラ

9060 県有林野事業
13

特別
会計

農林基盤局
林務部
林務課

保育事業実施面積　15ha 45円 Ｃ
県有林事務所における文書及び公印の管理、職員の人事
及び福利厚生、庶務、予算・経理、建物・物品の保全管理
等の事務を行うとともに、県有林野地において林業経営、
鉱山経営、財産管理等の事業を行っています。

人件費 1.3
運営費 2.4

― 3.7 3.6
6行政サー
ビスその他
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9070
森林公園管理運
営事業

13
特別
会計

農林基盤局
林務部
林務課

愛知県森林公園
年間利用者数　103万人 112円 Ｃ

都市近郊に残る自然環境を生かし、県民の健康増進とレク
リエーションの場として設置された森林公園の管理・運営事
業を行っています。

人件費 0.3
運営委託費 2.2
県債元金償還金 0.1

― 7.7 5.0 3施設運営

9080
県民の森管理運
営事業

13
特別
会計

農林基盤局
林務部
林務課

愛知県民の森
年間利用者数　35万人 23円 Ｃ

緑豊かな自然環境を活かし、県民の保健休養、森林林業の
普及啓発の場として設置された県民の森の管理・運営事業
を行っています。

人件費 0.3
運営委託費 0.8
県債元金償還金 0.8

― 2.0 2.1 3施設運営

9090
林業改善資金事
業

13
特別
会計

農林基盤局
林務部
林務課

県産木材生産量　17.1万㎥ 0円 Ｂ
林業・木材産業改善資金助成法に基づき、林業・木材産業
の経営の改善等に必要な資金を無利子で貸し付け、林業
経営の健全な発展と森林整備の促進を図っています。

林業･木材産業改善資金貸付金　0.03 食と緑の基本計画2025 0.0 0.3 5融資

1070 水資源対策事業 14
建設局
水資源課

設楽ダムに係る水源地域整備計画
進捗率(事業費ベース)：72％ 90円 Ｂ

水資源の確保・調整、水資源施設整備に伴う地元水源地域
の地域振興対策、豊川水系における水資源対策に関する
事業を行っています。

人件費1.8　公債費1.7
設楽ダム水源地域整備事業費負担金
3.3
水力発電施設周辺地域整備事業費0.7

― 8.4 10.6
6行政サー
ビスその他

4510 建設総務事業 14
建設局
土木部
建設総務課

市町村土木事業費補助金による市
町村道工事済延長　8㎞ 102円 Ｂ 建設局の行政運営の管理、人事、予算経理、広報広聴、建

設工事等の契約事務及び法規等の指導を行っています。

人件費6.7　公債費1.4
市町村土木事業費補助金11.1
管理事務費0.1

― 8.7 18.7 1組織管理

4520
建設事務所管理
運営事業

14
建設局
土木部
建設総務課

事務所の庁舎機能維持に必要な修
繕及び工事　1箇所 185円 Ｂ 建設局の地方機関である建設事務所の庁舎等の管理、機

能維持に必要な修繕及び工事を行っています。
人件費12.3　公債費2.1
庁舎整備費0.4

― 14.9 15.9 1組織管理

4530
建設企画調整事
業

14
建設局
土木部
建設企画課

公共事業支援統合情報システムの
安定的稼働 177円 Ｃ

建設部門全般に関する政策の調整、企画調査、工事検査
及び技術管理並びに建設部門事務の電子情報化に関する
業務を行っています。

人件費6.4
土木施設災害対応力向上DX推進費0.3

あいちDX推進プラン2025 7.1 7.7 1組織管理

4550 用地指導事業 14
建設局
土木部
用地課

廃川廃道敷地処理面積：1,624.62㎡ 20円 Ｃ
公共用地の取得やこれに伴う損失補償、土地収用法で定
める事業認定等に関する事務及び国土交通省所管の法定
外公共用財産や建設局所管の廃川廃道敷地の管理・処分
等を行っています。

人件費1.5 ― 1.6 1.8
6行政サー
ビスその他

4560
収用委員会運営
事業

14
収用委員会事務局
（建設局土木部用地課）

― 9円 －
土地収用法に基づき、公正中立な立場で、土地の収用・使
用、明渡、損失補償の裁決等を行う機関である収用委員会
の運営事務を行っています。

人件費0.7 ― 0.7 0.8
6行政サー
ビスその他

4580 河川事業 14
建設局
河川課

河川整備率の向上 ＋1.2％（R4比） 7,909円 Ｃ
大雨等に伴う洪水等による被害を防止するため、治水施設
の管理・保全・整備を行うとともに防災情報の発信を行って
います。また、親しみやすい河川空間を構築するため水辺
の環境整備に関する事業を行っています。

人件費 20.2　公債費 266.6
中小河川改良費 232.0
総合治水対策特定河川事業費 23.4
緊急防災対策河川事業費 86.2

あいち社会資本整備方針2025 821.9 655.3 4インフラ

4590 海岸事業 14
建設局
河川課

海岸堤防の嵩上げ　1.1㎞ 395円 Ｃ
高潮、津波等による被害から海岸を防護するために海岸保
全施設の機能強化、海岸環境の整備を行うとともに、海岸
施設の維持管理を行っています。

人件費 2.0　公債費 18.6
海岸高潮対策事業費 11.4
津波対策海岸特別緊急事業費 17.0
海岸緊急整備事業費 5.1

あいち社会資本整備方針2025 54.7 50.5 4インフラ

4600 砂防事業 14
建設局
砂防課

土砂災害防止施設整備率　22.2％
土砂災害警戒区域等の指定箇所数
1,005箇所

1,461円 Ｃ
大雨等による土砂災害の被害を防止するため、土砂災害
防止施設の保全・整備に関する事業を行うとともに防災情
報の発信を行っています。

人件費9.7　公債費38.4
総合流域防災事業費26.3
通常砂防事業費18.8
急傾斜地崩壊対策事業費14.1

あいち社会資本整備方針2025 134.7 111.5 4インフラ
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4640 上下水道事業 14
建設局
上下水道課

全県の下水道普及率　81.5％ 20円 Ｃ
下水道の整備促進を図り、もって都市の健全な発展及び公
衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質保全に
資するため、各種調査や市町村への助成を行っています。
また、水道事業者等に対する指導・監督及び水道施設整備
助成を行っています。

人件費1.1　公債費4.3
下水道計画基礎調査費0.1

あいち社会資本整備方針2025

あいち下水道ビジョン2025
5.5 19.4 4インフラ

4641 流域下水道事業 14
建設局
上下水道課

全県の下水道普及率　81.5％ 671円 Ｃ
流域下水道事業会計の経費のうち、その性質上当該事業
の経営に伴う収入を充てることが適当でない経費等につい
て、一般会計から補助金の支出及び出資を行っています。

人件費0.0　公債費0
流域下水道事業会計補助金50.3
流域下水道事業会計出資金17.0

あいち社会資本整備方針2025

あいち下水道ビジョン2025
67.3 50.8 4インフラ

4642
下水道科学館管
理運営事業

14
建設局
上下水道課

下水道科学館入館者数　92,426人 16円 Ｂ
下水道の普及啓発を目的として、「みて・ふれて・たしかめ
て」をキーワードに下水道の働きを楽しく学べる施設運営を
行っています。

人件費0.1　公債費1.0
下水道科学館管理運営事業費0.9

あいち社会資本整備方針2025

あいち下水道ビジョン2025
2.0 2.0 3施設運営

4790
土木施設災害復
旧事業

14
建設局
砂防課

― 47円 － 大雨等により被災した県管理の道路・河川等土木施設の復
旧を行っています。

人件費0.2　公債費1.6
公共現年災害復旧事業費16.3
公共過年災害復旧事業費4.1

― 23.8 30.4 4インフラ

1060 土地対策事業 15
都市・交通局
都市基盤部
都市計画課

地価情報を提供するWEBへのアク
セス件数：114,009件 54円 Ｄ

国土利用計画を始めとする国土利用計画法の運用、地籍
調査、土地開発行為の協議指導、盛土・切土に関する事務
を始めとする土地利用に関する事業を行っています。

人件費1.4
地価調査事業費0.7
地籍調査費補助金1.3
盛土等規制区域基礎調査費0.8

― 4.2 5.2
6行政サー
ビスその他

1080 交通対策事業 15
都市・交通局
交通対策課

愛知県バス運行対策費補助金につ
いて申請路線数に対する交付決定
路線数の割合：100％

209円 Ｂ 交通対策の総合的な企画調整、鉄道等の整備促進、乗合
バス等に関する事業を行っています。

人件費2.5　公債費25.6
一般地域バス運行対策費補助金1.0

あいち交通ビジョン 39.9 30.6
6行政サー
ビスその他

1090
中部国際空港対
策事業

15
都市・交通局
航空空港課

中部国際空港を発着する就航路線
増加便数：138便/週 23円 Ｄ 中部国際空港の第二滑走路の早期実現に向けた取組を推

進しています。

人件費0.8　公債費9.1
中部国際空港機能拡充推進事業費0.1
中部国際空港路線誘致促進事業費0.1
中部国際空港株式会社貸付金1.5

― 11.7 8.8
6行政サー
ビスその他

1130
名古屋飛行場管
理運営事業

15
都市・交通局
航空空港課

空港管理者に起因する航空機の運
用に係る事故件数：発生なし 306円 Ｃ

県営名古屋空港の管理運営、整備、周辺環境対策及び利
用促進など空港の利便性向上並びにあいち航空ミュージア
ムの管理運営に関する事業を行っています。

人件費2.8　公債費16.6
管理運営費9.0
施設整備費2.9

― 33.9 35.7 4インフラ

4535
都市・交通総務事
業

15
都市・交通局
都市基盤部
都市総務課

― 28円 － 都市・交通局の行政運営の管理、人事、予算経理及び広報
公聴を行っています。

人件費1.8 ― 1.9 1.9 1組織管理

4538
港務所管理運営
事業

15
都市・交通局
港湾課

港務所の庁舎機能維持に必要な修
繕、工事を実施　2箇所 17円 Ｂ 都市・交通局の地方機関である港務所の庁舎等の管理、

機能維持に必要な修繕及び工事を行っています。
人件費1.1

― 1.1 1.3 1組織管理

4540
建設業・不動産業
指導事業

15

都市・交通局
都市基盤部
都市総務課
建設業・不動産業室

建設業及び宅地建物取引業の許
可・免許件数　20,139件 47円 Ｃ

建設業、宅地建物取引業の許可・免許・登録事務と業者に
対する指導監督事務及び解体工事業、浄化槽工事業の登
録に関する事務を行っています。

人件費2.7
建設業指導事務費0.6
宅地建物取引業指導事務費0.3

― 3.7 4.0
6行政サー
ビスその他
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4570 道路事業
14
15

都市・交通局
都市基盤部
都市整備課

建設局
道路維持課

建設局
道路建設課

工事済供用延長　11.1km 16,285円 Ｃ
交通の安全や県民の日常生活の利便性の向上と経済活動
の活性化を図るため、県道等の新設改良や鉄道との立体
交差化、交通安全対策、防災震災対策に関する事業を行っ
ています。また、舗装や橋梁など道路施設の維持修繕に関
する事業に取り組んでいます。

人件費45.4　公債費884.1
橋りょう補修費80.8
舗装道修繕費69.9
道路改良費290.9
街路新設改良費39.5
連続立体交差事業費51.0

あいち社会資本整備方針2025 2,024.2 1,915.7 4インフラ

4610 港湾事業 15
都市・交通局
港湾課

海岸堤防耐震化延長　0.6ｋｍ 1,555円 Ｃ
物流の安定性の確保や効率化により地域経済の発展に資
するため、港湾の整備や管理運営に関する事業を行ってい
ます。また、港湾区域内の海岸と背後地の保全のため、海
岸保全施設の整備や維持管理に関する事業を行っていま
す。

人件費6.5　公債費57.4
名古屋港管理組合負担金30.1
港湾補修費10.5
港湾区域海岸改良費12.3

あいち社会資本整備方針2025 151.3 129.2 4インフラ

4620 漁港事業 15
都市・交通局
港湾課

漁港施設の長寿命化対策　21施設 320円 Ａ
水産物の安定供給及び水産業の健全な発展に資するた
め、漁港の整備や維持管理に関する事業を行っています。
また、漁港区域内の海岸と背後地の保全のため、海岸保全
施設の整備や維持管理に関する事業を行っています。

人件費1.6　公債費14.3
漁港修築費12.4

あいち社会資本整備方針2025 40.9 30.9 4インフラ

4630 都市計画事業 15
都市・交通局
都市基盤部
都市計画課

都市計画調査の実施数　1調査 26円 Ｃ
都市計画区域、都市計画調査、都市計画区域マスタープラ
ン、土地利用計画、都市施設、都市計画に係る環境影響評
価、都市計画審議会の運営、良好な景観形成の推進及び
屋外広告物の規制等に関する事務を行っています。

人件費1.9
都市計画基礎調査費0.2

美しい愛知づくり基本計画 2.1 2.6
6行政サー
ビスその他

4650
土地区画整理事
業

15
都市・交通局
都市基盤部
都市整備課

人口伸び率＋1.5％（R3比） 309円 Ｃ
公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図り、安全・安
心で良好な市街地を形成するため、土地区画整理事業を
施行する組合等への補助金の交付や事業資金の貸付を
行っています。

人件費0.7
公債費8.9
土地区画整理交付金事業費21.5

あいち社会資本整備方針2025 31.6 27.7 4インフラ

4660 公園事業 15
都市・交通局
都市基盤部
公園緑地課

県営都市公園利用者数811万人 821円 Ｃ
県営都市公園の整備及び管理を行うとともに、市町村都市
公園事業に対する指導を行っています。また、県営都市公
園の魅力向上のため、民間活力導入に向けた検討・調査を
行っています。

人件費5.0
公園緑地維持管理費23.7

愛知県広域緑地計画
これからの社会資本整備の考え
方

138.3 97.9 3施設運営

4670 都市緑化事業 15
都市・交通局
都市基盤部
公園緑地課

緑地の保全及び創出面積42.3ｈａ 82円 Ｃ
あいち森と緑づくり税等を活用し、市町村等が行う都市緑化
事業に対して助成を行うとともに、都市緑化に関する普及啓
発活動を行っています。

人件費0.7
あいち森と緑づくり都市緑化推進事業
費5.4

愛知県広域緑地計画
これからの社会資本整備の考え
方

6.2 6.5
6行政サー
ビスその他

9210 港湾整備事業
15

特別
会計

都市・交通局
港湾課

ふ頭用地整備　19.8ha 150円 Ｂ
港湾の機能を効率的に発揮させるために必要なふ頭用地
の造成や保管施設、荷さばき施設等の整備を行うとともに
管理運営に関する事業を行っています。

人件費0.7　公債費8.2
特定港湾施設整備費27.6
保安対策費4.1

あいち社会資本整備方針2025 50.4 45.7 4インフラ

4675 建築総務事業 16
建築局
公共建築部
住宅計画課

― 92円 － 建築局の行政運営の管理、人事、予算経理及び広報広聴
に係る事務を行っています。

人件費6.3
県有施設非構造部材等耐震対策事業
費5.6
地方公共団体職員共済組合負担金0.3

― 12.2 6.7 1組織管理

4680 建築指導事業 16
建築局
建築指導課

全建築物の完了検査実施率97％ 117円 Ｃ

建築基準法、建築士法、宅地造成等規制法の施行、都市
計画法に基づく開発許可、長期優良住宅の普及の促進に
関する法律に基づく長期優良住宅の認定、環境と共生した
住宅・建築物及び都市の低炭素化の促進に関する法律に
基づく低炭素建築物の認定等に関する事業を行っていま
す。

人件費8.3
建築基準指導費0.4

― 8.7 9.3
6行政サー
ビスその他

4690 住宅対策事業 16
建築局
公共建築部
住宅計画課

サービス付き高齢者向け住宅登録
戸数等
+480戸

175円 Ｃ
住宅及びまちづくりの総合企画、高齢者等の居住の安定確
保、人にやさしい街づくりの促進、既成市街地の再整備、建
築物の防災・地震対策に関する事業等を行っています。

人件費2.6　公債費7.6
市街地再開発事業費補助金7.0
民間住宅・建築物耐震診断費補助金
0.5
民間住宅耐震改修費補助金1.3

愛知県住生活基本計画2030

愛知県建築物耐震改修促進計
画-あいち建築減災プラン2030-

愛知県高齢者居住安定確保計
画

20.3 19.1
6行政サー
ビスその他
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4700 公共住宅事業 16

建築局
公共建築部
公営住宅課
県営住宅管理室

賃貸住宅事業の事業利益率　9.4％ 164円 Ｂ 愛知県住宅供給公社の適正かつ健全な運営を図るため、
同公社への指導・監督に関する事務等を行っています。

人件費0.8　公債費2.1
愛知県住宅供給公社賃貸住宅建設資
金利子補給補助金0.5
県営住宅管理事業特別会計繰出金
10.7

愛知県住生活基本計画2030 14.2 19.4
6行政サー
ビスその他

4710 公営住宅事業 16
建築局
公共建築部
公営住宅課

県営住宅のバリアフリー化率+0.9％ 97円 Ｃ
公営住宅法に基づく普通県営住宅及び特定優良賃貸住宅
の供給の促進に関する法律に基づく特別県営住宅の建設・
改善を行っています。

人件費2.2　公債費0.5
普通県営住宅建設費72.5
既設県営住宅改善事業費16.5

愛知県住生活基本計画2030

あいち社会資本整備方針2025
91.8 69.7 3施設運営

9240
県営住宅管理運
営事業

16
特別会計

建築局
公共建築部
公営住宅課
県営住宅管理室

普通県営住宅使用料の徴収率
98.19％ 2,892円 Ｃ 県営住宅の管理・運営に関する事務等を行っています。

人件費1.0　公債費56.4
運営費2.5
県営住宅所在市町村交付金20.8
県営住宅管理委託費76.3

愛知県住生活基本計画2030 158.1 163.9 3施設運営

1045 スポーツ総務事業 17

スポーツ局
スポーツ振興課

スポーツ局
競技・施設課

アジア・アジアパラ競技大会
推進局
企画調整課

― 12円 － スポーツ局の人件費、研修旅費、交際費等に関する事務を
行っています。

人件費　0.8
スポーツ総務事業費　0.1

― 0.9 10.5 1組織管理

1055
スポーツ振興事業
費

17
スポーツ局
スポーツ振興課

県内のスポーツ情報を発信するウェ
ブサイトのアクセス件数：394,462件 33円 Ｃ 全国・世界に打ち出せるスポーツ大会を招致・育成し、地域

の活性化につなげる取組に関する事業を行っています。

人件費　1.1
あいちスポーツコミッション事業費　0.8
マラソンフェスティバルナゴヤ・愛知開
催費負担金　0.6

愛知県スポーツ推進計画2023-
2027

2.5 3.8
6行政サー
ビスその他

1058
アジア・アジアパラ
競技大会推進事
業

17
アジア・アジアパラ競技大会
推進局
企画調整課

第20回アジア競技大会・第5回アジ
アパラ競技大会について、大会運
営計画の検討を行った。

1,113円 Ｂ
第20回アジア競技大会・第5回アジアパラ競技大会を開催
し、地域の活性化につなげる取組に関する事業を行ってい
ます。

人件費　11.6
推進事務費　0.4
アジア・アジアパラ競技大会愛知・名古
屋合同準備会負担金　2.6
愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大
会組織委員会負担金　34.2
アジア・アジアパラ競技大会基金積立
金　104.8

アジア競技大会・アジアパラ競技
大会を活用した地域活性化ビ
ジョン

185.8 67.1
6行政サー
ビスその他

6290 スポーツ競技事業 17
スポーツ局
競技・施設課

愛知県障害者スポーツ大会出場者
数
707人

67円 Ｃ
県民が身近で、気軽にスポーツに親しむことができるよう、
総合型地域スポーツクラブの育成や国民体育大会への派
遣などを行っています。

人件費　1.5
あいちトップアスリート発掘・育成・強化
事業費　0.8
国民体育・国民スポーツ大会大会派遣
費　0.9
障害者スポーツ大会費　0.4

愛知県スポーツ推進計画2023-
2027

5.1 5.9
6行政サー
ビスその他

6300
スポーツ施設管理
運営事業

17

スポーツ局
競技・施設課

スポーツ局
愛知国際アリーナ課

スポーツ施設利用率：80.66％ 289円 Ｃ 県民のスポーツ振興を図るためにスポーツ施設の管理運
営を行っています。

人件費　0.7
公債費　4.4
スポーツ施設管理運営委託費　3.1
スポーツ施設管理費　13.7

愛知県スポーツ推進計画2023-
2027

21.7 17.3 3施設運営

6310
新体育館整備推
進事業

17
スポーツ局
愛知国際アリーナ課

モニタリングを実施した。 29円 Ｂ 愛知県新体育館の整備の推進及び運営の準備を行ってい
ます。

人件費　1.3
推進事業費　0.5
埋蔵文化財発掘調査費　0.5

― 2.6 258.4 3施設運営

5010 会計管理事業 18
会計局
管理課

会計指導検査機関数
144機関 173円 Ｂ

県費の収入及び支出、決算の調製、財務会計システムの
管理及び運営、会計事務の企画・指導及び検査、物品の購
入契約等の事業を行っています。

人件費　8.8
証紙特別会計繰出金　1.9
財務システム運営費　1.4
管理事務費　0.4

― 13.0 14.9 1組織管理

9020 証紙取扱事業
18

特別
会計

会計局
会計課

― 25円 －
税外収入分の各種手数料（自動車運転免許等手数料など）
の収納に係る証紙の売りさばき代金を証紙特別会計に収
入するとともに、証紙による手数料納付実績に基づき同特
別会計から一般会計の各収入科目へ繰出を行っています。

一般会計へ繰出　91.1
証紙売りさばき手数料　1.9

― 93.0 99.9 1組織管理
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0810 上水道事業 19
企業庁
経営管理課
（総務局財務部財政課）

経常収支比率　101.38％ 108円 Ｂ
水道事業会計の水資源機構割賦負担金利息、企業債に係
る支払利息等への補助、及び水道事業会計への出資を
行っています。

公債費　59.8
水道事業会計補助金　3.1
水道事業会計出資金　29.7

― 92.6 65.1 1組織管理

0830 工業用水道事業 19
企業庁
経営管理課
（総務局財務部財政課）

経常収支比率　115.78％ 32円 Ｂ
工業用水道事業会計の水資源機構割賦負担金利息、企業
債に係る支払利息への補助、工業用水道事業会計への出
資、及び長良川河口堰に係る償還金等への貸付を行って
います。

公債費　21.9
工業用水道事業会計補助金　1.9
工業用水道事業会計出資金　11.9
工業用水道事業会計貸付金　0.8

― 36.5 19.3 1組織管理

0820 県立病院事業 20
病院事業庁
経営課
（総務局財務部財政課）

1  あいち小児保健医療総合セン
ターにおける救急患者数  10,185人
2  がんセンターにおける研究所と病
院との連携研究件数　63件

1,112円 Ａ 県立病院事業会計の救急医療の確保及び建設改良に要
する経費等の一部を一般会計において負担するものです。

県立病院事業会計負担金  83.3 病院事業中期計画（2023） 85.0 84.0 1組織管理

6010
教育委員会運営
事業

21
教育委員会事務局
総務課

教育表彰等表彰人数
729人 167円 Ｄ

教育に関する基本的方針等を決定する教育委員会会議の
運営並びに教育行政の機動的かつ円滑な運営を図るため
の重要施策の企画・立案・調整及び教育委員会の人事・予
算等、総括的な業務を行っています。

人件費 11.7
運営費 0.5
退職手当平準化基金積立金　71.6

― 84.0 13.5 1組織管理

6020 教育総務事業 21
教育委員会事務局
総務課

エースネットの稼働率
100% 294円 Ｃ

教育施策を円滑に進めるため、県立学校に対する情報化
の推進、教育に係る広報・広聴及び市町村教育委員会の
指導等の業務を行っています。

人件費　10.5
教育情報通信ネットワーク運営費　5.5
愛知県教育・スポーツ振興財団運営費
補助金　2.6
ラーケーション推進事業費　3.0

― 22.3 194.2 1組織管理

6030
教職員福利厚生
事業

21
教育委員会事務局
福利課

公務災害の審査機関への提出に要
した日数
3日

12円 Ａ
教職員の福利厚生等を行うことにより、教職員が勤務に精
励できる体制を構築するために必要な事業を行っていま
す。

人件費　0.6 ― 0.8 38.6 1組織管理

6040
教職員人事管理
事業

21
教育委員会事務局
教職員課

選考試験の志願者倍率
3.8倍 68円 Ｃ 教職員の採用業務、給与支給業務及び教職員の教員免許

管理等を行っています。
人件費3.6
給与事務費1.0

― 5.0 5.5 1組織管理

6050 教職員研修事業 21
教育委員会事務局
義務教育課

初任者研修における受講生の満足
度
98％

13円 Ｃ 教職員に対して様々な研修を実施することにより、教職員
の資質の向上を図るために必要な事業を行っています。

人件費　0.9 あいちの教育ビジョン2025 1.0 0.7 1組織管理

6060
小中学校教育振
興事業

21
教育委員会事務局
義務教育課

スクールソーシャルワーカーを配置
支援する市町村数（政令市・中核市
除く）
42市町村

254円 Ｃ
小中学校において、子供の成長過程に応じた教育を充実す
ることにより、学力向上を推進しています。また心豊かな健
全育成を図っています。

人件費　12.6
心豊かな児童生徒育成推進事業費 1.2
外国人児童生徒日本語教育支援事業
費補助金　1.1
スクール・サポート・スタッフ配置事業費
補助金　2.1

あいちの教育ビジョン2025 18.6 17.7
6行政サー
ビスその他

6070
高等学校教育振
興事業

21
教育委員会事務局
高等学校教育課

指導主事学校訪問回数232回 218円 Ｃ
県立高等学校における教育の充実のため、外国人語学講
師の配置を始めとした英語教育の充実や、公立高等学校
入学者選抜を円滑に実施するために必要な事業を行ってい
ます。

人件費8.0
あいちグローバル人材育成事業費0.7
外国人語学講師配置事業費1.5
高等学校入学選抜費1.6

県立高等学校教育推進実施計
画（第2期）

16.0 14.9
6行政サー
ビスその他

6080
特別支援教育振
興事業

21
教育委員会事務局
特別支援教育課

公立中学校から高等学校等への支
援情報の引継ぎ率　　74.8% 70円 Ｃ

特別支援学校及び小中学校等における特別支援教育の充
実のため、障害のある児童生徒の健全育成と自立支援を
図る事業を行っています。

人件費 5.0
第3期愛知県特別支援教育推進
計画（愛知・つながりプラン2028）

5.2 6.7
6行政サー
ビスその他

6090 就学支援事業 21
教育委員会事務局
高等学校教育課

奨学金等事業対象基準に該当する
者に対し、対象とした者の割合
100％

1,498円 Ｂ 経済的な理由により高等学校等における修学が困難な者
に対して、修学支援事業を行っています。

人件費1.3
高等学校等奨学金貸付金4.0
公立高等学校等奨学給付金支給費
11.2

― 116.0 125.9
6行政サー
ビスその他
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6100
恩給及び退職年金
費

21
教育委員会事務局
福利課

恩給の過誤払い件数
0件 6円 Ｂ

昭和37年12月1日の地方公務員等共済組合法の施行日前
日までに、一定の在職年数をもって退職した教職員等に対
する、恩給及び退隠料等の支給、裁定、年額改定等の事業
を行っています。

人件費　0.4 ― 0.4 0.4 2給付

6110
総合教育センター
管理運営事業

21
教育委員会事務局
総務課

研修事業実施 37講座
（延べ5.523人受講） 106円 Ｂ

教育関係職員の研修、教育に関する調査及び研究、資料
の収集・提供、教育相談等に関することを行うため、総合教
育センターを運営しています。

人件費 4.6
管理運営費 0.7
研修事業費 0.2

あいちの教育ビジョン2025
県立高等学校教育推進基本計
画（第2期）
あいちＤＸ推進プラン2025

9.1 12.1
6行政サー
ビスその他

6120 小学校教職員費 21
教育委員会事務局
財務施設課

― 21,435円 － 小学校教職員にかかる給与や報酬等を支給しています。
人件費　　1,547.3
旅費　　　 4.0

― 1,561.5 1,684.8
6行政サー
ビスその他

6130 中学校教職員費 21
教育委員会事務局
財務施設課

― 11,899円 － 中学校教職員にかかる給与や報酬等を支給しています。
人件費　　862.7
旅費　　　 4.3

― 871.2 950.8
6行政サー
ビスその他

6140
高等学校教職員
費

21
教育委員会事務局
財務施設課

― 11,088円 － 高等学校教職員に係る給与や報酬等を支給しています。 人件費　820.0 ― 823.8 856.3
6行政サー
ビスその他

6150
高等学校管理運
営事業

21
教育委員会事務局
財務施設課

学校評議員設置学校数　150校 1,425円 Ｂ
県立高等学校の教育を推進するため、学校の維持、管理な
ど県立高等学校に係る管理運営や施設設備の維持管理業
務等を行っています。

人件費：0.5
全日制高等学校運営費：49.3
定時制高等学校運営費：3.2
県立学校教育活動継続事業費：1.6

― 125.7 126.0 3施設運営

6160
高等学校整備事
業

21
教育委員会事務局
財務施設課

県立学校施設長寿命化推進事業費
対象棟に係る工事実施率　34.2.％ 1,175円 Ｂ

県立高等学校における施設の大規模改修、再編整備など
の工事、設計、監理及び産業教育設備整備や情報化を推
進する事業を行っています。

人件費 1.9
校舎整備費 8.8
環境整備費 4.3
維持修繕費 8.0
県立学校施設長寿命化推進事業費
88.0
津島地区新設高等学校整備費 0.1
稲沢緑風館高等学校整備費 0.9
実習船建造費 9.0
産業教育設備整備費 0.9
理科教育設備費 0.1
情報化推進整備費 21.4

県立学校施設長寿命化計画 143.3 265.1 3施設運営

6165
中高一貫校整備
事業費

21
教育委員会事務局
あいちの学び推進課
中高一貫教育室

第一次導入校の建設工事実施設計
完了 17円 Ｂ 中高一貫教育導入校における施設の整備、工事、設計、監

理を行っています。
併設中学校整備費　3.5 ― 3.5 45.0 3施設運営

6170
特別支援学校教
職員費

21
教育委員会事務局
財務施設課

― 4,511円 － 特別支援学校教職員にかかる給与や報酬等を支給してい
ます。

人件費　329.3 ― 330.0 345.8
6行政サー
ビスその他

6180
特別支援学校管
理運営事業

21
教育委員会事務局
財務施設課

学校評議員設置学校　32校 711円 Ｂ
障害のある幼児・児童・生徒に対する教育を推進するため、
学校の維持・管理のほか、通学バス運行業務など県立特別
支援学校に係る管理運営や施設整備の維持管理業務等を
行っています。

人件費　　1.5
盲ろう学校運営費　2.7
特別支援学校運営費　27.9

― 52.8 58.3 3施設運営
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6190
特別支援学校整
備事業

21
教育委員会事務局
財務施設課

県立学校施設長寿命化推進事業費
対象棟に係る工事実施率　42.1％ 303円 Ｂ

県立特別支援学校における施設の大規模改修、新設特別
支援学校建設などの工事、設計、監理及び情報化を推進
する事業を行っています。

人件費 0.8
校舎整備費 2.4
維持修繕費 1.1
県立学校施設長寿命化推進事業費
21.9
岡崎特別支援学校移転整備費 34.0
情報化推進整備費 3.0
名古屋東部地区新設特別支援学校整
備費0.6
西三河北部地区新設特別支援学校整
備費0.7

県立学校施設長寿命化計画 64.5 36.8 3施設運営

6200
生涯学習振興事
業

21
教育委員会事務局
あいちの学び推進課

生涯学習情報システム「学びネット
あいち」アクセス件数 140,067件 15円 Ｃ 生涯学習支援体制の充実を図るための事業や文化に親し

む機会を提供する事業等を実施しています。
人件費 0.9
生涯学習推進事業費 0.4

第3期愛知県生涯学習推進計画 1.3 0.7
6行政サー
ビスその他

6210
社会教育振興事
業

21
教育委員会事務局
あいちの学び推進課

家庭教育相談年間相談者数 137人
 うち登校を再開した者 41人
 外出が可能となった者 62人
 対話が可能となる11人

61円 Ｃ
地域における教育活動の充実を図るため、市町村に対し、
国庫補助金を活用した補助事業、青少年教育・女性教育・
成人教育・人権教育の指導者を対象とした研修や社会教育
関係団体に対する助言等を行っています。

人件費 0.8
放課後子ども教室推進事業費 3.3

― 4.6 6.0
6行政サー
ビスその他

6220
社会教育・野外活
動施設管理運営
事業

21
教育委員会事務局
あいちの学び推進課

4施設の宿泊利用者数合計
92,406人 66円 Ｄ

豊かな自然の中で団体生活をしながら野外活動等の場を
提供する自然の家や野外教育センターの管理運営を行っ
ています。

人件費 0.2
社会教育・野外活動施設管理運営委託
費 2.7

― 5.0 7.2 3施設運営

6250
学校保健管理事
業

21
教育委員会事務局
保健体育課

教職員の健康診断受診率
95.46% 40円 Ｃ

児童生徒及び教職員の健康保持を図るための健康診断等
に係る事業を行っています。また、多様化・深刻化している
児童生徒の心身の健康問題に対応するため、養護教諭等
に対して研修を行っています。

人件費 0.5
結核以外の健康診断費 1.7

あいちの教育ビジョン2025　-第
四次愛知県教育振興基本計画-

3.0 3.1
6行政サー
ビスその他

6260
学校安全指導事
業

21
教育委員会事務局
保健体育課

県立学校における交通安全指導の
実施率
100％

39円 Ｂ
児童生徒の安全・安心のため、交通安全・生活安全教育や
防災教育関連の取組を行っています。また教職員の学校安
全に関する研修を行っています。

人件費0.4
日本スポーツ振興センター共済掛金・
負担金　2.4

あいちの教育ビジョン2025　-第
四次愛知県教育振興基本計画-

3.0 3.0
6行政サー
ビスその他

6270
学校給食振興事
業

21
教育委員会事務局
保健体育課

学校給食における食中毒の発生件
数
0件
食育推進委員会の設置率
81.6％

20円 Ｃ
児童生徒に対して、安全・安心な学校給食の実施・普及・支
援を行っています。また、学校における食育推進のための
取組を行うとともに、栄養教諭等に対して研修を行っていま
す。

人件費 0.4
給食指導管理費 0.1

あいちの教育ビジョン2025　-第
四次愛知県教育振興基本計画-
あいち食育いきいきプラン

1.5 0.6
6行政サー
ビスその他

6280
学校体育振興事
業

21
教育委員会事務局
保健体育課

学校体育担当者研修会出席者の理
解度
97.6％

8円 Ｂ
学校における体育教育の充実や児童生徒の体力向上のた
め、指導者の派遣などにより、児童生徒の体力の向上を
図っています。

人件費 0.4
体力づくり推進事業費 0.0

あいちの教育ビジョン2025　-第
四次愛知県教育振興基本計画-
いきいきあいちスポーツプラン

0.6 0.6
6行政サー
ビスその他

6510
公安委員会運営
事業

22

警察本部
総務部
総務課
公安委員会室

公安委員会の開催回数　40回
全国会議等への出席率　100％ 9円 Ｂ 公安委員の報酬、旅費、事務費等公安委員会の運営・管理

に関する事業を行っています。
人件費0.7
運営費0.02

― 0.7 0.7 1組織管理

6520 警察総務事業 22
警察本部
総務部
会計課

情報システムのウイルス感染　0件
警察施設を良好な状態で維持 3,319円 Ｂ

警察活動の基盤となる一般事務、愛知県警察署協議会の
運営、警察官の被服の調製、電子計算機の管理・運用、警
察職員のための福利厚生事務等に関する事業を行ってい
ます。

人件費174.9
公債費3.9
被服購入費7.5
警察本部庁舎管理費6.2
警察署等管理費22.7
情報処理費26.0
パトロールカー動態管理システム運営
費1.9

― 258.6 269.3 1組織管理
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6530 警察施設事業 22
警察本部
総務部
施設課

一宮警察署基本実施設計　完了
瀬戸警察署基本実施設計　30％
豊川警察署庁舎建築　完了
岡崎警察署庁舎建築　44％
半田警察署庁舎建築　4％
交番・駐在所施設の整備　8箇所建
築完了
栄幹部交番建築　7％

478円 Ｂ 警察施設の整備及び維持管理等に関する事業を行ってい
ます。

人件費3.8
公債費26.3
豊川警察署整備費6.7
岡崎警察署整備費18.8
半田警察署整備費1.9
一宮警察署整備費2.9
交番駐在所建築費4.7
運転免許試験場整備等事業費0.7
庁舎営繕費13.0

― 81.0 87.4 1組織管理

6540 運転免許事業 22
警察本部
交通部
運転免許課

人身事故件数の減少　24,546件
高齢者の免許更新時における受
検・受講待ち期間の短縮　前年度よ
り1.2日短縮

731円 Ｃ 自動車及び原動機付自転車の運転免許試験及び更新講
習等に関する事業を行っています。

人件費19.6
公債費0.2
運転免許試験場運営費21.8
運転免許更新事務費10.7

― 52.1 61.8
6行政サー
ビスその他

6550
恩給及び退職年金
費

22
警察本部
警務部
厚生課

恩給・扶助料の過払い件数　0件 13円 Ｂ
昭和37年12月1日の地方公務員等共済組合法の施行日前
日までに、一定の在職年数をもって退職した警察職員等に
対する恩給の支給、裁定、年額改定等の事業を行っていま
す。

人件費1.0 ― 1.0 0.9 2給付

6560 警察活動事業 22
警察本部
総務部
会計課

刑法犯認知件数　前年より増加
交通事故死者数　145人
信号灯器LED化　5,782灯

18,210円 Ｄ 犯罪の抑止、捜査及び交通事故防止等の県民生活の安全
の維持に関する事業を行っています。

人件費1,200.3
公債費13.4
犯罪捜査活動費8.5
交通指導取締費10.9
交通安全施設整備費73.6
自動車保管場所適正化推進費7.3
警察車両等維持費17.9

― 1,365.8 1,431.7
6行政サー
ビスその他

7510
監査委員運営事
業

23
監査委員事務局
監査第一課

定期監査等実施率　100％ 41円 Ｂ 県の機関等に対する監査、決算審査等を実施しています。
人件費3.0
監査執行費0.1

― 3.1 3.4 1組織管理

8010
人事委員会運営
事業

24
人事委員会事務局
職員課

職種別民間給与実態調査完了率
73％ 28円 Ｃ

中立的かつ専門的な人事機関として、職員の競争試験・選
考、職員の給与等に関する報告・勧告、不利益処分に関す
る審査請求などの職員の利益保護等に関する事務を行っ
ています。

人件費1.8 ― 2.0 2.3 1組織管理

8510
労働委員会運営
事業

25
労働委員会事務局
審査調整課

不当労働行為救済申立事件の終結 　６件 26円 Ｄ
予算、会計など委員会運営に関する事務、労働関係調整
法などに基づく労働争議のあっせん、調停及び仲裁、個別
労働関係紛争に係るあっせん等に関する事務、労働組合
法などに基づく不当労働行為の審査等に関する事務を行っ
ています。

人件費1.9 ― 1.9 2.1
6行政サー
ビスその他

7010
選挙管理委員会
運営事業

26 選挙管理委員会事務局

在外選挙人名簿登録が必要な人数
に対する実際に登録された人数の
割合
100％

9円 Ｂ 公職選挙法等に基づく選挙管理委員会の適正な運営を行
うとともに、各種選挙の自由・公正を確保しています。

人件費 0.5
運営費 0.2

― 0.7 0.7 1組織管理

7020 選挙啓発事業 26 選挙管理委員会事務局
支部報告書提出率
100％ 8円 Ｂ

選挙人等の政治意識の向上のための啓発事業や選挙に関
する諸般の事項の周知を行うとともに、政治資金規正法等
に基づく諸届の受理等の事務を行っています。

人件費　0.6
明るい選挙推進事業費 0.02
政治資金関係事務費 0.02

― 0.6 0.6
6行政サー
ビスその他
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